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1.  20年12月期の連結業績（平成20年1月1日～平成20年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年12月期 31,221 5.0 15,519 8.2 10,934 2.8 5,917 27.5
19年12月期 29,727 10.9 14,336 10.0 10,630 △3.4 4,639 △11.3

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期

純利益
自己資本当期純利益率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

20年12月期 43.16 ― 12.5 3.0 49.7
19年12月期 3,419.07 ― 9.4 3.2 48.2

（参考） 持分法投資損益 20年12月期  345百万円 19年12月期  235百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

20年12月期 372,965 46,477 11.9 306.12
19年12月期 352,523 51,452 14.0 36,590.42

（参考） 自己資本   20年12月期  44,571百万円 19年12月期  49,652百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

20年12月期 4,030 △31,072 39,575 18,723
19年12月期 4,843 △60,601 56,189 6,190

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額（年
間）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

19年12月期 ― 0.00 ― 300.00 300.00 409 8.7 0.8
20年12月期 ― 0.00 ― 6.00 6.00 878 13.9 1.7

21年12月期 
（予想）

― 0.00 ― 7.00 7.00 ――― 16.9 ―――

（注）20年12月期期末配当金の内訳 記念配当 2円00銭

3.  21年12月期の連結業績予想（平成21年1月1日～平成21年12月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期連結累計期間 15,000 △9.0 7,200 △14.4 5,200 △23.4 2,300 △33.9 15.79
通期 30,500 △2.3 15,000 △3.3 11,000 0.5 6,000 1.3 41.20
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、26ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。  

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、39ページ「１株当たり情報」をご覧ください。  

新規 ― 社 （ 社名 ） 除外 ― 社 （ 社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 無

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 20年12月期  146,428,700株 19年12月期  1,364,287株

② 期末自己株式数 20年12月期  831,800株 19年12月期  7,318株

（参考）個別業績の概要 

1.  20年12月期の個別業績（平成20年1月1日～平成20年12月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年12月期 30,669 4.7 14,296 6.1 10,289 0.1 5,485 25.2
19年12月期 29,279 14.3 13,464 7.4 10,273 1.5 4,380 12.8

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

20年12月期 39.79 ―

19年12月期 3,210.65 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

20年12月期 329,688 38,994 11.8 266.30
19年12月期 308,241 43,414 14.0 31,821.99

（参考） 自己資本 20年12月期  38,994百万円 19年12月期  43,414百万円

2.  21年12月期の個別業績予想（平成21年1月1日～平成21年12月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等
は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
当社は、平成20年１月17日最終の株主名簿に記載された株主に対し、平成20年1月18日をもって、その所有株式１株につき、100株の割合で株式の分割（無償交付）をし
ております。  

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期累計期間 14,700 △9.1 6,700 △13.9 4,900 △25.0 2,200 △34.0 15.02
通期 30,000 △2.1 13,900 △2.7 10,400 1.0 5,500 0.2 37.56
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１．経営成績 
(1）経営成績に関する分析 

①当期の概況 

 当連結会計年度における我が国経済は、世界の金融資本市場の危機を契機に世界的な景気後退が見られる中で、

外需面に加え国内需要も停滞し、景気は悪化しております。企業収益は大幅に減少し、設備投資も減少しておりま

す。 

 不動産業界においても、マンション市況の急速な冷え込みや従来堅調であった賃貸事業でも空室率が上昇に転ず

る等景気悪化の影響を受けております。 

  

 このような環境のもとで当社グループは、東京23区を中心に、数多くの賃貸物件を活用して安定的かつ効率的に

不動産賃貸収入を得るというビジネスモデルに基づく収益構造をベースとしつつ、「市場競争力と成長性を備えた

企業」を目標（めざす姿）として掲げ、中長期的な収益力の強化と成長基盤の確立に邁進してまいりました。特に

既存ビルの建替を積極的に推進し、併せて収益用不動産の選別取得も推進してまいりました。 

  

②経営成績の分析 

（営業収益） 

 当連結会計年度の営業収益は、31,221百万円となり、対前期比で1,494百万円増加いたしました。セグメント別

に見ますと、不動産事業セグメントにおいては、対前期比で1,811百万円増加して28,402百万円となりました。こ

れは新規ビルの取得並びに賃料値上げの効果などにより増収となったものであります。また保険事業においては、

保険業界を取り巻く環境の厳しさや競争激化の影響で、前期比140百万円減少の2,029百万円にとどまりました。 

  

（営業利益） 

 当連結会計年度の営業利益は、15,519百万円となり、対前期比で1,183百万円増加いたしました。これは不動産

賃貸収入の増加があった一方、営業原価や販売費及び一般管理費の増加を極力抑えたためであります。 

  

（経常利益） 

 当連結会計年度の経常利益は、10,934百万円となり、対前期比で304百万円増加いたしました。これは受取配当

金、賃貸解約関係収入及び持分法関連会社からの投資利益の増加などにより営業外収益が増加しましたが、一方で

借入金増加に伴う支払利息の増加、及び投資有価証券売却損の計上などによりそれを上回る営業外費用があったた

め、経常利益の増加が304百万円にとどまったものであります。 

  

（当期純利益） 

 当連結会計年度の当期純利益は、5,917百万円となり、対前期比で1,278百万円増加いたしました。現在既存ビル

の建替を進めていることから、当連結会計年度においても、主に建替を主因として固定資産除却損を2,578百万

円、またテナント移転関係費用など建替関連損失2,332百万円を特別損失として計上いたしました。また株式市況

の低迷により投資有価証券評価損が721百万円発生し、特別損失は合計で6,057百万円となりました。一方、従来か

ら保有している資産の売却もおこない、固定資産売却益を714百万円、投資有価証券売却益を3,118百万円計上する

など特別利益が前期比増加した結果、当期純利益は増益となりました。 

  

 事業の種類別セグメントの業績は次の通りであります。 

（各セグメントの営業収益は、セグメント間の内部営業収益、振替高を含みます。） 

  

（不動産事業） 

 当社グループの中核事業は、東京23区を中心に、100件以上の賃貸物件・賃貸可能面積40万㎡強を活用した不動

産賃貸業務であります。当社のビジネスモデルをより強固なものにすべく、築年数の古い物件を中心に立地の特性

に適した建替を進めることを 大の経営課題として取り組んでおります。 

 当連結会計年度におきましては、前年度以前から取り組んでいる八王子Ｆビル（平成21年２月竣工予定）は順調

に工事が進行しており、数寄屋橋富士ビル（平成23年３月竣工予定）も解体工事が進み近々新ビルの着工に取りか

かる予定であります。また、連結子会社仙台一番町開発特定目的会社を通じて建設が進んでいる仙台ファーストタ

ワー（商業棟・アトリウム）も平成21年６月に竣工の予定であります。 

 また、当連結会計年度におきまして、新たに本所富士ビル（平成22年１月竣工予定）、荏原富士ビル（平成22年

８月竣工予定）、新虎ノ門ビル（平成22年８月竣工予定）、麹町富士ビル（平成22年10月竣工予定）、代々木家庭

寮（平成21年３月竣工予定）、草加家庭寮（平成22年１月竣工予定）の建替に着手いたしました。 
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 また当社は、将来にわたる収益力の増強の観点から、優良な新規物件の選別取得を進めておりますが、当連結会

計年度におきましては、東京都心部の優良物件として第二大伝馬町ビル（中央区）、ヒューリック平河町ビル（千

代田区）、ヒューリック日本橋室町ビル（中央区）、ヒューリック東日本橋ビル（中央区）、ヒューリック江戸橋

ビル（中央区）の５物件を取得いたしました。また当社が保有する札幌富士ビルの隣接ビルであるヒューリック札

幌NORTH33ビル（札幌市）を取得いたしました。 

 一方、当連結会計年度よりＰＰＰ（Public Private Partnership）事業などの新規業務にも取り組んでおり、そ

の第１号となる「奈良県養徳学舎整備事業」（東京都文京区）が具体的に動き出し、不動産事業の新しい形態とし

て今後も積極的に展開をはかってまいります。 

 不動産投資業務につきましては、 近の不動産及び金融環境等から当面慎重に対処してまいりましたが、その中

で都心部の大型開発案件として他社とのアライアンスによりお茶の水の旧日立本社跡地の開発に取り組み、駿河台

開発特定目的会社（持分法適用関連会社）へ100億円の優先出資をおこなっております。 

 なお販売用不動産につきましては、パトライトビル他の新規取得をおこないましたが、不動産環境の変化に伴い

年度後半からは新規物件の取得は慎重に対処しております。なお、当連結会計年度におきましては、ひばりが丘他

の不動産売上を計上しております。  

 この結果、当セグメントにおける営業収益は28,402百万円（前期比1,811百万円、6.8％増）、営業利益は17,083

百万円（前期比1,424百万円、9.0％増）となりました。  

  

（保険事業）   

 保険事業におきましては、国内・外資系の保険会社と代理店契約を結んでおり、法人から個人まで多彩な保険商

品を販売しております。保険業界は規制緩和・制度改定による自由化の進展、少子高齢化、人口減少という社会構

造の転換に加え、経済環境の悪化などにより事業環境は一段と厳しくなっております。その中で当社は、既存損保

代理店の営業権取得を重点戦略として法人取引を中心に拡充に努めましたが、結果として当セグメントにおける営

業収益は2,029百万円(前期比△140百万円、6.4％減）、営業利益は604百万円(前期比△36百万円、5.6％減）と前

期を下回る結果となりました。 

  

（その他事業） 

 その他事業におきましては、連結子会社であるヒューリック不動産サービス㈱による当社保有ビル等の営繕工

事、テナント退去時の原状回復工事、新規入居時の内装工事を中心に受注実績を積み上げております。ただし、当

連結会計年度においては、営繕工事の受注が伸び悩み、当セグメントにおける営業収益は1,328百万円(前期比

△645百万円、32.7％減）、営業利益は128百万円(前期比△32百万円、20.2％減）と前期を下回る結果となりまし

た。 

  

 所在地別セグメントの業績は、当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所属する連結子会社及び在外支

店がないため、該当事項はありません。  

  

③当社が匿名組合出資、または、優先出資をおこなっている特別目的会社（ＳＰＣ）の連結について 

 特別目的会社（ＳＰＣ)の開示については、平成19年３月29日企業会計基準委員会より「一定の特別目的会社の

開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第15号）が公表されているところであり、連結については、中長

期的に検討がなされることになっております。 

 このような状況の中、当社が基金の全額又はシェアの過半を拠出する有限責任中間法人（現一般社団法人）は

「連結財務諸表における子会社及び関連会社の範囲の決定に関するＱ＆Ａ」（平成12年１月19日、 終改正平成18

年10月５日 監査・保証実務委員会）により、当社の「緊密な者」と解され、当該有限責任中間法人（現一般社団

法人）を通して、当社が特別目的会社（ＳＰＣ)を実質的に支配しているとみなされることから連結することとし

ております。 

 特別目的会社（ＳＰＣ）を連結した結果、連結財務諸表に与える影響は以下の通りであります。 
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   前連結会計年度（自 平成19年１月１日 至 平成19年12月31日） 

  （単位：百万円）

   

   当連結会計年度（自 平成20年１月１日 至 平成20年12月31日） 

  （単位：百万円）

  

④次期の見通し 

 昨年秋の米国金融機関の破綻を契機とする世界的な金融市場の動揺は、いまだに終息の気配が無く、これに連動

して内外の実体経済の悪化も急速に進んでおります。不動産業界を取り巻く環境も、景気後退・企業業績の悪化を

受けて、一段と厳しい状況を迎えつつあると認識しております。 

 保険業界においても、環境悪化が業界の再編機運を生むなど、金融市場の混乱や景気後退の影響が明確となって

おり、代理店業務についてもたいへん困難な状況が続くと考えられます。 

 こうした情勢のもと、当社グループは、従来以上に注意深く事業を推進し、中核事業である不動産賃貸事業の強

化に取り組んでまいります。すなわち、建替の着実な推進により、その後の成長の基礎を確実に築いていく計画で

あります。 

 また保険部門におきましても、基本戦略である損保代理店Ｍ＆Ａを積極推進するとともに、経費の削減とお客さ

ま満足度の向上に、従来以上の着意を持って取り組んでいくこととしております。 

 次期営業収益は、前年度の投資により取得した収益物件が通年で寄与する一方、不動産売却を見込んでいないこ

とから、減収となる見込みであります。しかしながら、前年度発生した追加的経費などの圧縮により、経常利益段

階では前年を上回る業績を目指しております。 

 次期の業績につきましては、以下の通り計画しております。  

                                         （単位：百万円） 

  

 なお、本資料に記載いたしました業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づ

く分析・判断によるものであります。実際の業績につきましては、経営環境の変化等により、異なる結果となる可

能性があります。 

  

  連結しない場合 連結した場合 影響度 ％ 

 営業収益 31,135 29,727 △1,407 △4.52 

 営業利益 13,714 14,336 621 4.53 

 経常利益 10,753 10,630 △123 △1.14 

 当期純利益 4,695 4,639 △56 △1.20 

 総資産 316,077 352,523 36,446 11.53 

 負債 265,574 301,070 35,496 13.36 

 純資産 50,503 51,452 949 1.88 

  連結しない場合 連結した場合 影響度 ％ 

 営業収益 32,520 31,221 △1,299 △3.99 

 営業利益 14,412 15,519 1,107 7.68 

 経常利益 10,723 10,934 210 1.96 

 当期純利益 5,780 5,917 137 2.37 

 総資産 336,679 372,965 36,286 10.77 

 負債 291,358 326,488 35,129 12.05 

 純資産 45,320 46,477 1,156 2.55 

  連結 単体 

  通期業績予想  当期比  通期業績予想  当期比  

  営業収益 30,500 △721 30,000 △669 

  営業利益 15,000 △519 13,900 △396 

 経常利益  11,000 65 10,400 110 

 当期純利益  6,000 82 5,500 14 
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(2）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

  （資産）  

 当連結会計年度末の総資産は、372,965百万円となり、対前期末20,441百万円増加いたしました。これは将来に

わたる収益力の増強と様々な収益機会の獲得のために優良な新規物件の選別取得を積極的に進めた結果でありま

す。また、 近の不動産業界の動向及び金融情勢等から手元資金を厚くし余裕ある資金繰りをおこなっておりま

す。 

 また、当社グループは総資産に占める不動産及び投資有価証券の割合が高く、特に投資有価証券については市況

変動により残高が増減する可能性があります。当連結会計年度において、年度後半からの株式市況の大幅な落ち込

みにより上場株式の含み益は22,802百万円減少いたしました。 

主な項目の増減は以下の通りであります。 

 ・現金及び預金  12,631百万円増加（手元余裕資金の増加） 

 ・土地       8,127百万円増加（賃貸ビル土地の取得等） 

 ・借地権      7,160百万円増加（賃貸ビル借地権の取得） 

 ・投資有価証券  15,106百万円減少（上場株式含み益の減少、ＳＰＣ出資増等） 

  

（負債） 

 当連結会計年度末の負債合計は、326,488百万円となり、対前期末で25,417百万円増加いたしました。これは設

備投資に伴い、主に金融機関からの借入を中心に資金調達をおこなったためであります。 

 当社グループは負債に占める借入金の割合が高く、借入金残高は275,327百万円となっておりますが、このうち

特別目的会社（ＳＰＣ）のノンリコースローンが34,181百万円含まれております。金融機関からの資金調達につい

ては、高い収益力を背景として安定的に低コストで調達をおこなっております。 

 なお、固定負債のうち繰延税金負債については、今後投資有価証券の時価評価により残高が増減する可能性があ

ります。当連結会計年度において、年度後半からの株式市況の大幅な落ち込みにより繰延税金負債は8,934百万円

減少いたしました。 

主な項目の増減は以下の通りであります。 

 ・短期借入金（１年以内返済予定の長期借入金を含む）及び長期借入金  30,787百万円増加（設備投資のた

  めの金融機関からの借入増加） 

 ・短期社債     4,978百万円増加（短期社債の発行） 

 ・繰延税金負債   8,934百万円減少（上場株式含み益の減少）   

  

（純資産） 

 当連結会計年度末の純資産合計は、46,477百万円となり、対前期末で4,975百万円減少いたしました。このうち

株主資本合計は、42,776百万円となり、対前期末で9,883百万円増加いたしました。これは主に、平成20年11月に

東京証券取引所市場第一部へ上場した際の公募増資、及び当期純利益による利益剰余金の増加によるものでありま

す。  

 また、評価差額金等合計は、1,794百万円となり、前期末比で14,963百万円減少いたしました。これは上場株式

の含み益の減少により、その他有価証券評価差額金が減少したことによるものであります。これからも個別銘柄ご

との投資有価証券の保有方針を明確にしつつ、株式市況の変動に対して適切なリスク管理をおこなっていく考えで

あります。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

    当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動により4,030百万円増加  

  し、投資活動により31,072百万円減少し、財務活動において39,575百万円増加し、当連結会計年度末には18,723 

  百万円となりました。  

                                        （単位：百万円） 

  平成19年12月期 平成20年12月期 

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,843 4,030 

投資活動によるキャッシュ・フロー △60,601 △31,072 

財務活動によるキャッシュ・フロー 56,189 39,575 

現金及び現金同等物期末残高 6,190 18,723 
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 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは4,030百万円の収入となりました。これは主に、安定した不動産賃貸収入

をベースに税金等調整前当期純利益が8,867百万円及び減価償却費が3,299百万円あり、一方で法人税等の支払

3,903百万円及び販売用不動産の取得等があったためであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは31,072百万円の支出となりました。これは主に、将来にわたる収益力強化

の観点から建替を積極的に進めるとともに優良な新規物件の取得もおこない、また駿河台開発特定目的会社への優

先出資をおこなったためであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは39,575百万円の収入となりました。これは主に、積極的な投資を支えるた

め金融機関からの借入を中心に財務キャッシュ・フローの創出を進めた結果、借入金が30,787百万円増加したこと

によるものであります。これは高い収益力を背景とした低コスト調達により、総資本コストを抑えつつ安定的に調

達をおこない企業価値の向上をめざすという、財務戦略に立脚したものであります。また、 近の不動産業界の動

向及び金融情勢等から手元資金を厚くし余裕ある資金繰りをおこなっております。 

  

（参考)キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 自己資本比率： 自己資本/総資産 

    時価ベースの自己資本比率： 株式時価総額/総資産 

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率: 有利子負債/キャッシュ・フロー 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ: キャッシュ・フロー/利払い 

  

 （注）１．各指標の基準はいずれも連結ベースの財務諸表により計算しております。 

       ２．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

 ３．キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用

しております。 

 ４．有利子負債は連結財務諸表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象として

おります。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しており

ます。 

  

③次期の見通し 

 平成21年12月期におきましても、引き続き保有物件の建替を計画的に推進してまいります。設備投資等に伴うキ

ャッシュ・フローの支出は、金融機関からの借入や短期社債等を中心に調達する予定であります。 

  

  平成19年12月期 平成20年12月期 

 自己資本比率(%) 14.0 11.9 

 時価ベースの自己資本比率(%) － 16.0 

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率(倍) 52.5 72.0 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) 1.0 0.8 
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(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

   当社は、長期的かつ安定的な事業基盤の強化のために必要な内部留保の充実に努めていくとともに、株主への

利益還元を狙いとして、安定した配当の継続をおこなうことを基本方針としております。また、業績に応じた配

当をおこなう必要があります。これらの観点を踏まえ、中長期的には配当性向20％以上を目標としてまいりたい

と考えております。当社は、期末配当による年１回の剰余金の配当をおこなうことを基本方針としております

が、下記の通り、中間配当制度を採用していることから、各事業年度の業績の状況を勘案し、中間配当を実施す

ることにより、年２回の剰余金の配当をおこなう場合もございます。これらの剰余金の配当の決定機関は、期末

配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

 このような利益配分の考え方に基づき、当事業年度の配当金につきましては、６円（普通配当４円（前期実績

300円（注））、上場記念配当２円）といたしました。 

 内部留保金につきましては、事業の成長及び事業基盤の強化のための投資資金として有効に活用し、企業価値

の向上に努めてまいります。 

 当社は、会社法第454条第５項に基づき、中間配当制度を採用しております。 

 なお、当事業年度の剰余金の配当額は以下の通りであります。 

(注）当社は、平成20年１月18日をもって、１株につき100株の割合で、株式の分割（無償交付）をおこなってお

ります。 

 また、平成21年12月期配当につきましては、今期業績予想が達成されることを前提として、上記方針に則り、

年７円への増配を見込んでおります。 

  

(4）事業等のリスク 

  本資料に記載した当社グループの財政状態及び経営成績等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を

及ぼす可能性のあるリスクについて、主な事項を記載しています。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当

しない事項についても、投資者の投資判断上、重要であると考えられる事項につきましては、投資者に対する積

極的な情報開示の観点から以下に記載しております。なお、当社グループは、これらの事項の可能性を認識した

上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める所存であります。また、文中における将来に関する事項は、

本資料発表日現在において当社グループが判断したものであります。 

  

①当社グループの事業に関するリスク   

（不動産賃貸事業に関するリスク） 

  当社グループは不動産事業と保険事業を主たる業務として営んでおりますが、このうち企業向けオフィスビルの

賃貸が収益の過半を占めております。一般的にテナント企業の不動産賃貸物件に対するニーズは景気の変動に影響

を受けやすく、経済情勢が悪化した場合、賃料収入に予期せぬ影響を及ぼす可能性があります。当社グループのテ

ナントは長期安定したテナントが多く、過去の推移からも賃料の変動は景気変動に比し小さい傾向にありますが、

国内景気が冷え込み、これを受けて不動産市況が悪化した場合、当社グループの業績に影響が及ぶ可能性がありま

す。また、テナントや入居者の信用力の低下による賃料の支払の延滞、賃料の減額要求による賃料の値下げ、退去

による空室率の上昇などによって不動産賃貸収入が低下することで、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性が

あります。 

  

（不動産価値の低下に関するリスク） 

 当社グループでは、賃貸用不動産を始めとして多くの事業用不動産を保有しておりますが、不動産市況の悪化に

よる賃料水準の低下や空室率の上昇などにより、事業用不動産に対する減損処理が必要となった場合、評価損等の

発生によって、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

（建替に伴うリスクについて）  

 当社グループの収益力は比較的安定しているものと考えておりますが、既存ビルの建替の際には、テナントの立

ち退きに関する費用や設備の除却等により多額の特別損失が発生することとなります。当社グループにおける既存

ビルの建替は、特別損失を計上しても、中長期的に当社グループの収益力を強化する戦略的なものであり、全体の

収益計画を踏まえた計画的な建替をおこなってまいります。また、特別損失の発生に対しては、固定資産の売却の

検討などにより、その影響を極力限定的なものにコントロールしてまいります。 

  

決議年月日 
配当金の総額 

（百万円） 

1株当たり配当額  

（円） 

 平成21年３月27日 

 定時株主総会決議 
878 6 
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 しかしながら、建替の規模により、特別損失を通じて当期純利益段階の業績が大きく影響を受ける可能性や、建

替の時期により、年度間で当期純利益が大きく変動する可能性があります。加えて建替が、主要テナントの事情等

何らかの理由により計画通り進捗しない場合、当社の利益計画に影響を及ぼす可能性があります。 

  

（不動産事業における投資判断に関するリスク）   

 当社グループでは、賃貸用不動産、販売用不動産を問わず、新規不動産の取得や、ＳＰＣに対する出資等にあた

っては、物件の収益の安定性や成長性について専門的な見地から十分に検討を重ねたうえで投資判断をおこなって

おりますが、顧客の需要動向、金利動向、販売価格動向等、種々の変化によって、当初想定していた通りの収益が

確保できなかった場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

（その他、不動産事業に付随するリスク）   

ａアスベスト対策等について 

 当社グループが保有・管理する賃貸物件について、労働安全衛生法施行令の改正に伴い、吹き付けアスベスト

の調査を実施し、全て措置済であります。しかしながら、当社グループが予期しない形でアスベストの使用が発

覚し、その処理のための費用負担が発生した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

また、アスベスト以外にも身体に害を与えるとされる建築材料が将来新たに指定され、それらの処理義務が当社

グループに課せられた場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。  

  

ｂ土壌汚染等の対策について  

 土壌汚染対策法（平成15年２月15日施行）により、土地の所有者等は同法に規定する特定有害物質による土壌

の汚染の状況についての調査・報告や、汚染の除去等の措置を、命ぜられることがあります。 

 当社グループが保有・管理する賃貸物件については、現時点土壌汚染物質の問題は発生してはおりませんが、

近隣地域から汚染物質が流入する等の問題が発生した場合や、新たな汚染物質が指定される等、当社グループが

予期しない形で土壌汚染対策が求められた場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

ｃ構造計算書偽装問題について  

 いわゆる構造計算書偽装問題の発覚以降、当社グループが保有する物件及び管理受託している物件について全

件調査を実施し、問題がないことを確認しております。 

 しかしながら、今後予期せぬ構造計算書偽装問題等が発覚し、当社グループが保有・管理する物件がこれに関

連していた場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。  

  

ｄその他不動産事業固有のリスク  

 当社グループでは、各種設備について、法定の点検のみならず定期的な保守点検を実施し、また、小規模修繕

の状況を注視するなど、資産の保全と安全の確保に、日頃より万全の注意を払っております。 

 しかしながら、資産の劣化・毀損が予期せぬ時期に予期せぬ規模で起こった場合、その対策にあたるため、当

社グループの財政状態並びに経営成績に影響を及ぼす可能性があります。  

  

（有利子負債への依存に関するリスク）  

 当社グループは、平成20年12月期末現在で290,496百万円と、多額の有利子負債残高を有しております。また、

今後も新規不動産物件の取得や既存不動産の建替をおこなうにあたっては、借入等にて資金手当てをおこなうこと

を予定していることから、有利子負債残高は今後の事業拡大にあたってさらに増加する可能性があります。これに

対しては、外部格付けを取得し、その維持・向上をはかることにより財務統制をおこなっております。 

 しかしながら、金融環境の変化等の状況によっては、当社グループが望む条件での資金調達が十分におこなえ

ず、今後の当社グループの事業計画等に影響を及ぼす可能性があります。また、当社は、既存の長期借入金につい

ては、ほぼ70％を固定金利としており、大半の借入金については将来の金利変動リスクをヘッジする施策を講じて

おります。しかしながら、将来において金利が急速かつ大幅に上昇した場合、また、固定金利借入の借り換え時の

金利情勢によっては、資金調達コストの増加により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

   

《有利子負債残高の推移》  

 （注）平成17年12月期は、連結財務諸表を作成しておりませんので、単体の数値を記載しております。 

  平成17年12月期 平成18年12月期 平成19年12月期 平成20年12月期 

有利子負債残高（百万円）  184,444 198,970 254,730 290,496 

総資産（百万円）  282,508 297,506 352,523 372,965 

有利子負債比率（％）  65.2 66.8 72.2 77.8 
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（自然災害、人災等によるリスク） 

 地震を中心とした自然災害、テロその他の人災の発生に対しては、「事業継続基本計画」を設けておりますが、

当社グループが所有する資産に毀損等があった場合、当社グループの事業に悪影響を及ぼし、また、所有する資産

の価値が低下する可能性があります。特に地震対策として、旧建築基準法下の物件について、旧来の保有物件に関

しては耐震補強工事を完了し、新規取得物件についても順次対応をしておりますが、当社の保有・管理する物件が

首都圏に集中し、オフィス・店舗用賃貸物件のうち約７割が東京23区内という立地であることから、想定を超える

規模の東京直下型地震などのこの地域における甚大な災害により、当社グループの資産に予期せぬ毀損等が発生し

た場合、当社グループの業績が影響を受ける可能性があります。  

  

（株価下落に関するリスク）  

 当社グループが保有する投資有価証券の残高は平成20年12月期末現在で55,780百万円と総資産の約14.9％となっ

ております。それぞれの株式については長期的視点からの事業上の意義も含めて保有・売却の判断をしており、加

えて日々株価動向を調査し、月次または臨時の資金ＡＬＭ委員会を開催して相場動向の影響と対応の検討をおこな

っております。  

 しかしながら、平成20年度は年度後半に急速かつ大幅な株式市況の下落があった結果、当社グループ保有銘柄に

評価損が発生いたしました。更に株価が下落また株価低迷が長期化する場合には、当社グループの財政状態並びに

経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

《投資有価証券残高の推移》  

 （注）平成17年12月期は、連結財務諸表を作成しておりませんので、単体の数値を記載しております。 

  

（法的規制等変更リスク）   

 当社グループの事業である不動産・建築および保険等に関する法的規制あるいは税制について、今後、改廃、ま

たは新たな規制が制定されることで、当社グループの事業展開に影響を及ぼす可能性があります。  

  

（情報セキュリティ管理に関するリスク）          

 当社グループは保険代理店業務を中心に、多数の法人・個人のお客さまの情報を保有しているほか、当社グルー

プ自体の様々な経営情報等の内部情報を有しております。これらの情報の管理については、情報管理委員会の統制

のもと、情報セキュリティポリシーを始めとする情報管理関係の規程を体系化することにより、運用管理をおこな

っております。さらに役職員に対する教育・研修等により情報管理の重要性を周知徹底し、システム上のセキュリ

ティ対策等もおこなっております。 

 しかしながら、これらの対策にもかかわらず、不可抗力のシステムトラブル、内部・外部の要因により、重要な

情報が流出した場合には、当社グループの信用低下、補償コストの発生等、当社グループの業績に影響を及ぼす可

能性があります。   

  

②みずほフィナンシャルグループ（以下「みずほＦＧ」）との関係について  

（みずほＦＧとの資本関係について） 

 当社は、昭和32年３月、銀行業に対する各種不動産規制に対応するために、旧㈱富士銀行が設立の中心となり、

親密な各社の出資のもとで不動産事業等を営む会社として設立されております。 

 当社グループは設立以来、旧㈱富士銀行時代を含めみずほＦＧの子会社又は関連会社に該当したことはなく、平

成20年12月末時点におけるみずほＦＧからの出資比率は9.6％（みずほキャピタル㈱5.8％、㈱みずほ銀行2.0％

等）にとどまっております。また、みずほＦＧの事前承認を必要とする事項など、当社グループの意思決定を妨げ

たり拘束したりする事項は特にありません。  

  

  平成17年12月期 平成18年12月期 平成19年12月期 平成20年12月期 

投資有価証券（百万円）  82,614 67,899 70,887 55,780 

(うち、上場株式)（百万円） 66,453 53,135 49,656 25,044 

(うち、その他)（百万円）  16,161 14,763 21,230 30,736 

その他有価証券評価差額金 

（百万円）  
25,260 19,773 16,758 1,794 

ヒューリック㈱(3265)　平成20年12月期　決算短信

－ 10 －



（みずほＦＧとの取引関係について） 

ａ不動産賃貸 

 当社グループの総営業収益に占めるみずほＦＧからの営業収益の割合は、平成20年12月期において60.6％と高い

水準にあります。これは、当社の主要事業である不動産事業におけるビル賃貸においてみずほＦＧの中核企業であ

る㈱みずほ銀行への依存度が高いためであり、この背景としてはみずほＦＧの前身である旧㈱富士銀行の財務統制

上の要請から当社に購入要請があり、平成８年から11年にかけて95物件を購入し、同銀行に賃貸してきたことなど

が挙げられます。 

  

《営業収益に占めるみずほＦＧの比率の推移》  

 （注）平成17年12月期は、連結財務諸表を作成しておりませんので、単体の数値を記載しております。 

  

 （注）平成17年12月期は、連結財務諸表を作成しておりませんので、単体の数値を記載しております。 

  

ｂ借入金 

 当社グループの借入総額に占めるみずほＦＧからの借入比率は、平成19年12月期において日本抵当証券㈱がみず

ほＦＧ外企業となり、かつ資金調達の多様化をはかったことにより、大きく低下しております。  

  

《借入総額に占めるみずほＦＧの比率の推移》  

 （注）平成17年12月期は、連結財務諸表を作成しておりませんので、単体の数値を記載しております。 

  

（みずほＦＧとの人的関係について） 

 当社グループは設立以来、永年、親密な関係にあったみずほＦＧに人材斡旋の多くを依存していたことなどもあ

り、平成20年12月現在において、当社の役員及び役員に準ずる者20名のうち18名、当社の全従業員239名のうち70

名はみずほＦＧ出身者でありますが、みずほＦＧ出身者は全て当社に転籍済であります。 

 なお、当社は近年においては、事業戦略上必要となる不動産開発等の専門的知識を有した人材の採用を積極的に

推し進めており、また、今後も同様の方針を継続する予定であります。 

  

③経営アドバイザリー委員会の設置   

 当社グループとみずほＦＧとの関係は上記の通りとなっておりますが、当社グループは一個の独立した企業体と

して自らの経営責任の下に事業経営をおこなっております。 

 更にこの独立した事業経営について、透明性の高い経営と開示努力により幅広いステークホルダーの理解が得ら

れるよう、平成20年７月より「経営アドバイザリー委員会」（注）を設置し、当社の独立性確保の強化及びステー

クホルダーの利益が損なわれることのないよう、取締役会付議事項・報告事項のチェックを始めとした、経営全般

に関わる事項について助言・勧告をおこなう体制を構築しております。 

  

（注）みずほＦＧ及び当社特定株主（上位10位までの大株主）出身者以外の第三者であって、法曹関係者、会計 

   士、学識者、実務家のうちから当社取締役会で選任された４名以上の委員で構成され原則月１回開催。 

  

  平成17年12月期 平成18年12月期 平成19年12月期 平成20年12月期 

総営業収益（百万円）  26,464 26,787 29,727 31,221 

うち、みずほＦＧ（百万円） 17,908 18,478 18,527 18,934 

みずほＦＧ比率（％）  67.6 69.0 62.3 60.6 

  平成17年12月期 平成18年12月期 平成19年12月期 平成20年12月期 

不動産事業営業収益 

（百万円）   
24,452 23,650 26,591 28,402 

うち、みずほＦＧ（百万円） 17,908 18,017 17,894 18,439 

みずほＦＧ比率（％）  73.2 76.1 67.3 64.9 

  平成17年12月期 平成18年12月期 平成19年12月期 平成20年12月期 

借入総額（百万円）   184,397 198,870 244,539 267,327 

うち、みずほＦＧ（百万円） 153,237 145,231 96,337 106,137 

みずほＦＧ比率（％）  83.1 73.0 39.4 39.7 
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２．企業集団の状況 
 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、連結子会社７社及び持分法適用関連会社７社より構成されて

おり、「不動産事業」、「保険事業」及び「その他事業」を営んでおります。 

 「不動産事業」では、安定的で効率的な収益構造を確立している不動産賃貸業務、ＰＰＰ（パブリック・プライベ

ート・パートナーシップ）事業や物件の用途変更による分譲を担う不動産開発・分譲業務、不動産の購入や売却に係

る助言等を担うアセットマネジメント業務等があり、「保険事業」では生損保の保険代理店業務、「その他事業」で

は建築工事請負業務、設計・工事監理業務等をおこなっております。 

 当社グループが営んでいる主な事業内容と、各関係会社等の当該事業に係る位置付け及び事業の種類別セグメント

との関係は以下の通りであり、次の３部門は、「４．連結財務諸表 注記事項」に掲げる事業の種類別セグメント情

報の区分と同一であります。 

  

(1）不動産事業  

①不動産賃貸業務 

 当社グループの中核事業は、東京23区を中心に、100件以上の賃貸物件・賃貸可能面積40万㎡強を活用した不動

産賃貸業務であります。特にオフィス・店舗用賃貸物件のうち 寄り駅から徒歩５分（400ｍ）以内の物件が８割

以上を占めるという経営基盤に支えられて効率的・安定的な賃貸収入を得るというビジネスモデルが当社グループ

の収益構造のベースと考えられます。不動産賃貸業務については、当社、連結子会社の福岡富士ビルディング㈱他

４社の連結子会社特別目的会社にてこの業務をおこなっております。また、当社の連結子会社特別目的会社４社及

び他社が保有する賃貸物件の管理業務を受託しております。  

  

②不動産開発・分譲業務  

 当社では物件立地特性に応じた不動産開発業務や分譲業務をおこなっております。また、ＰＰＰ事業（官民連

携）にも取り組んでおり、奈良県が実施した「養徳学舎整備事業」では当社が代表企業となるグループのプランが

採用され、プラン通りに事業に着手しております。  

  

③不動産投資業務  

 当社において不動産関連のＳＰＣへの出資をおこなうほか、当社の持分法適用関連会社である都市再開発インベ

ストメント合同会社で、賃貸物件を保有するアール４０合同会社への出資をおこなっております。 

  

④アセットマネジメント業務 

 当社の持分法適用関連会社であるサンアローズ・インベストメント㈱で、不動産に係る投資助言・代理業務等の

アセットマネジメント業務をおこなっております。  

  

⑤その他  

  当社の連結子会社阪都不動産管理㈱及び持分法適用関連会社３社では賃貸不動産に関連する業務としてビル管理

業務、警備業務、ビル清掃業務をおこなっております。 

  

(2）保険事業  

  損害保険会社20社及び生命保険会社19社と代理店契約を締結し、火災保険・自動車保険等の損害保険代理店業

務、定期保険・終身保険等の生命保険及び医療保険等の募集業務をおこなっております。また、保険代理店業務に

関連する集金代行業務をおこなっております。 

  当社の保険事業は法人マーケットに重点を置いた営業を展開しておりますが、個人顧客にも「お客さま第一」の

きめ細やかなサービスを提供し、法・個人のバランスのとれた営業基盤を築いております。  

  

(3）その他事業  

  当社の連結子会社ヒューリック不動産サービス㈱は、当社保有ビル等の営繕工事、テナントの入退去時の内装工

事を中心とした建築工事請負業務、設計・工事監理業務等をおこなっております。  
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    以上の事項を系統図に示すと次の通りであります。 

［事業系統図］   

《ヒューリックグループ》  
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３．経営方針 
(1）会社の経営の基本方針 

  当社グループは、「お客さまの社会活動の基盤となる商品・サービスを提供することにより、永く『安心と信

頼に満ちた社会』の実現に貢献する」ことを企業理念として掲げ、企業理念の実践による社会発展への貢献をめ

ざしております。また、企業理念と表裏一体をなすＣＳＲ（企業の社会的責任）ビジョンのなかで地球環境の保

護に努めることを宣言しております。 

  そのために、安定した企業基盤を生かしつつ成長を遂げる企業となり、また、新しい視点で業務に取り組み企

業価値の一層の向上に努め、そしてお客さまに 適な商品・サービスを提供することによりお客さまの満足を何

より重視することを、基本姿勢としてまいります。 

  結果として、高い成長と企業価値の向上を実現し、あらゆるステークホルダーの信頼を得られるよう努力して

まいります。 

  

(2）目標とする経営指標 

  当社グループでは、将来にわたる収益力の増強と様々な収益機会の獲得のために建替計画等を推進していくほ

か優良な新規物件の選別取得を進めて、一層の業容の拡大をめざすこととしております。 

 注視する指標としては、経常利益、当期純利益、ＥＢＩＴＤＡなどがありますが、世界の金融資本市場の混乱

に端を発する国内景気の悪化という環境変化を踏まえ、その水準については平成22年度を初年度とする中期経営

計画の策定過程で改めて検討することとしております。 

  

(3）中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 

 当社グループは、平成19年度を初年度とする中期経営計画“Challenge to New Stage”において『市場競争力

と成長性を備えた企業』を目標（めざす姿）として掲げ、平成20年11月には東京証券取引所市場第一部への上場

も実現し、目標へ向けて着実な歩みを進めてまいりました。中期経営計画の 終年度である平成21年度において

も容積率消化の低い物件を建替えて賃貸面積の拡大と安定した賃料収入の増強をはかるという施策を中心に、成

長性を実現していくこととしております。 

  

①不動産賃貸事業の強化 

  当社グループの中核事業は、不動産賃貸業務であり、その一層の強化に取り組んでまいります。当社保有物件の

うち竣工年の古い物件は容積率の消化が低い物件が多く、これを建替えることで、容積率の消化による賃貸面積の

拡大及びリニューアルも含めた高付加価値化に対応した賃料の設定を通じて、賃貸収入を増強し資産運用効率の極

大化をはかってまいります。 

 また、優良な新規賃貸ビルの取得にも取り組んでおり、新たな収益源を確保するとともに不動産ポートフォリオ

の拡充をはかってまいります。当連結会計年度におきましても、都心の優良賃貸ビルを中心に積極的な取得をおこ

ないました。なお、これらは建替の推進による一時的な期間収益への影響を補完する効果も有しております。  

 さらに、ＰＭ業務の高度化により高品質な賃貸物件を提供し、安定的収益の増強をめざします。 

  

②保険部門収益の増強 

  保険部門の基本戦略は損害保険代理店Ｍ＆Ａの積極推進によるマーケットシェアの拡大と、効率的で高品質な業

務体制の構築によるお客さま満足度の向上・コスト削減であります。このために、顧客別・機能別の組織再編を完

了しており、営業・事務の両面で高いレベルのサービスを提供し、付加価値の高い代理店営業をおこなってまいり

ます。  

  

    ③新規業務分野開拓 

  平成20年10月に奈良県が実施した「養徳学舎整備事業」の公募型プロポーザルにおいて、当社を代表企業とする

グループが優先交渉権者として選定されましたが、このようなＰＰＰ（Public Private Partnership）事業などの

新規業務にも取り組むことにより新しい収益源を開拓してまいります。 

 また、既存の保有物件について 適利用の観点から住宅分譲事業も視野に入れるほか、賃貸事業の延長線上でサ

ブリース事業も検討する等、新たな事業の発掘・育成をおこなってまいります。 
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 こうした事業戦略の展開にあたっては、その基盤として、「内部統制」、「リスク管理」、「コンプライアン

ス」、「開示統制」が充分に機能した、磐石な経営管理体制を構築してまいります。特にリスク管理に関しては、大

規模災害等の発生に対応した「事業継続基本計画」（ＢＣＰ：Business Continuity Plan)を制定し、有事対応の実

践・遂行力向上に取り組んでまいります。 

 有価証券ポートフォリオにつきましても、株式市況動向を見ながら、必要に応じヘッジ・売却により機動的な管理

運営をおこなっていく計画であります。 

 また、人材育成を軸として専門性の高い人材集団を築くことに力を注ぎ、各事業戦略を遂行する経営資源を適切に

配分すべく、取り組みを進めております。     

 

 なお、文中において示しました中期経営計画並びに財務目標（経営目標）については環境変化により達成できない

可能性があります。  
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４．連結財務諸表 
(1）連結貸借対照表 

   
前連結会計年度 

（平成19年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成20年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１．現金及び預金     6,149,653     18,781,595   

２．営業未収入金     468,755     504,588   

３．有価証券     250,969     201,818   

４．たな卸資産     6,804,273     10,341,022   

５．繰延税金資産     290,816     214,331   

６．その他     881,457     801,851   

貸倒引当金     △544     △2,155   

流動資産合計 ※4   14,845,380 4.2   30,843,053 8.3 

Ⅱ 固定資産               

１．有形固定資産               

(1）建物及び構築物 ※3 86,249,763     88,062,055     

減価償却累計額   35,455,827 50,793,936   36,150,370 51,911,684   

(2）機械装置及び運搬具   82,342     203,838     

減価償却累計額   33,265 49,076   53,267 150,571   

(3）土地 ※3   207,522,315     215,650,099   

(4）建設仮勘定     271,704     3,374,732   

(5）その他   737,042     786,536     

  減価償却累計額   465,335 271,707   521,220 265,315   

有形固定資産合計     258,908,739 73.4   271,352,403 72.7 

２．無形固定資産               

(1）のれん     452,712     455,065   

(2）借地権 ※3   5,430,739     12,590,816   

(3）その他     444,131     509,741   

無形固定資産合計     6,327,582 1.8   13,555,623 3.6 

３．投資その他の資産               

(1）投資有価証券 ※1,2   70,887,244     55,780,727   

(2）長期貸付金     7,540     6,556   

(3）差入保証金      744,902     777,622   

(4）繰延税金資産      88,359     100,744   

(5）その他     364,020     297,936   

貸倒引当金     △675     △1,993   

投資その他の資産合計     72,091,391 20.5   56,961,594 15.3 

固定資産合計 ※4   337,327,713 95.7   341,869,621 91.6 

Ⅲ 繰延資産               

  開業費     350,427     252,696   

繰延資産合計 ※4   350,427 0.1   252,696 0.1 

資産合計 ※4   352,523,521 100.0   372,965,370 100.0 
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前連結会計年度 

（平成19年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成20年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１．１年以内償還予定の 
  社債 

※3,4   －     100,000   

２．短期借入金     36,850,000     76,850,000   

３．１年以内返済予定の 
  長期借入金 

※3,4   62,676,144     32,075,144   

４．短期社債      9,990,347     14,968,438   

５．未払費用     1,442,550     1,308,051   

６．未払法人税等     1,240,725     172,235   

７．前受金     1,956,698     2,158,805   

８．賞与引当金     33,035     33,280   

９．役員賞与引当金     25,500     32,200   

10．その他     2,401,029     1,886,043   

流動負債合計 ※4   116,616,031 33.1   129,584,198 34.7 

Ⅱ 固定負債               

１．社債 ※3,4   200,000     100,000   

２．長期借入金 ※3,4   145,013,712     166,402,568   

３．繰延税金負債     9,338,230     403,862   

４．退職給付引当金     285,593     284,290   

５．役員退職慰労引当金     －     37,000   

６．預り保証金     29,164,655     29,223,784   

７．その他     452,500     452,500   

固定負債合計 ※4   184,454,691 52.4   196,904,005 52.8 

負債合計 ※4   301,070,722 85.5   326,488,203 87.5 

                

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     1,670,151 0.5   3,879,151 1.0 

２．資本剰余金     1,310,151 0.3   3,519,151 1.0 

３．利益剰余金     29,992,902 8.5   35,501,494 9.5 

４．自己株式      △79,651 △0.0   △122,969 △0.0 

株主資本合計     32,893,553 9.3   42,776,827 11.5 

Ⅱ 評価・換算差額等               

  その他有価証券評価差額
金 

    16,758,513 4.7   1,794,544 0.5 

評価・換算差額等合計     16,758,513 4.7   1,794,544 0.5 

Ⅲ 少数株主持分     1,800,731 0.5   1,905,794 0.5 

純資産合計     51,452,798 14.5   46,477,166 12.5 

負債純資産合計     352,523,521 100.0   372,965,370 100.0 
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(2）連結損益計算書 

   
前連結会計年度 

（自 平成19年１月１日 
至 平成19年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 営業収益     29,727,322 100.0   31,221,616 100.0 

Ⅱ 営業原価     10,593,938 35.7   10,722,734 34.3 

営業総利益     19,133,383 64.3   20,498,882 65.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1   4,797,104 16.1   4,979,389 16.0 

営業利益     14,336,279 48.2   15,519,492 49.7 

Ⅳ 営業外収益               

１．受取利息   14,439     17,224     

２．受取配当金   796,641     901,509     

３．負ののれんの償却額   7,460     －     

４．持分法による投資利益   235,414     345,820     

５．賃貸解約関係収入   112,881     256,678     

６．その他   106,093 1,272,931 4.3 99,819 1,621,051 5.2 

Ⅴ 営業外費用               

１．支払利息   4,640,522     4,802,761     

２．投資有価証券売却損   －     801,379     

３．その他   338,284 4,978,806 16.8 601,846 6,205,987 19.9 

経常利益     10,630,404 35.7   10,934,556 35.0 

Ⅵ 特別利益               

１．固定資産売却益 ※2 －     714,804     

２．投資有価証券売却益   500,758     3,118,814     

３．貸倒引当金戻入益   1,797     －     

４．退職給付引当金戻入益   －     6,440     

５．違約金収入   － 502,555 1.7 150,000 3,990,060 12.8 

Ⅶ 特別損失               

１．固定資産売却損 ※3 －     1,584     

２．固定資産除却損 ※4 1,090,547     2,578,579     

３．建替関連損失   1,299,966     2,332,830     

４．投資有価証券売却損   2,609     369,879     

５．投資有価証券評価損   580,080     721,379     

６．貸倒引当金繰入額   －     1,318     

７．過年度役員退職慰労 
  引当金繰入額 

  －     31,100     

８．その他   3,809 2,977,014 10.0 20,802 6,057,474 19.4 

税金等調整前当期純利益     8,155,945 27.4   8,867,141 28.4 

法人税、住民税 
及び事業税 

  3,641,136     2,820,586     

法人税等調整額   △130,784 3,510,352 11.8 19,004 2,839,590 9.1 

少数株主利益     6,016 0.0   109,672 0.3 

当期純利益     4,639,576 15.6   5,917,878 19.0 
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(3）連結株主資本等変動計算書 

前連結会計年度（自平成19年１月１日 至平成19年12月31日） 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年12月31日 残高（千円） 1,670,151 1,310,151 25,626,183 △79,651 28,526,834 

連結会計年度中の変動額           

剰余金の配当     △272,857   △272,857 

当期純利益     4,639,576   4,639,576 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）           

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

－ － 4,366,719 － 4,366,719 

平成19年12月31日 残高（千円） 1,670,151 1,310,151 29,992,902 △79,651 32,893,553 

  

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

評価・換算差額等
合計 

平成18年12月31日 残高（千円） 19,773,572 19,773,572 1,965,427 50,265,834 

連結会計年度中の変動額         

剰余金の配当       △272,857 

当期純利益       4,639,576 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△3,015,058 △3,015,058 △164,695 △3,179,754 

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

△3,015,058 △3,015,058 △164,695 1,186,964 

平成19年12月31日 残高（千円） 16,758,513 16,758,513 1,800,731 51,452,798 
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当連結会計年度（自平成20年１月１日 至平成20年12月31日） 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年12月31日 残高（千円） 1,670,151 1,310,151 29,992,902 △79,651 32,893,553 

連結会計年度中の変動額           

新株の発行 2,209,000 2,209,000     4,418,000 

剰余金の配当     △409,286   △409,286 

当期純利益     5,917,878   5,917,878 

自己株式の取得       △43,318 △43,318 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）           

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 2,209,000 2,209,000 5,508,592 △43,318 9,883,273 

平成20年12月31日 残高（千円） 3,879,151 3,519,151 35,501,494 △122,969 42,776,827 

  

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

評価・換算差額等
合計 

平成19年12月31日 残高（千円） 16,758,513 16,758,513 1,800,731 51,452,798 

連結会計年度中の変動額         

新株の発行       4,418,000 

剰余金の配当       △409,286 

当期純利益       5,917,878 

自己株式の取得       △43,318 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△14,963,968 △14,963,968 105,062 △14,858,905 

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

△14,963,968 △14,963,968 105,062 △4,975,631 

平成20年12月31日 残高（千円） 1,794,544 1,794,544 1,905,794 46,477,166 
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(4）連結キャッシュ・フロー計算書 

   
前連結会計年度 

（自 平成19年１月１日 
至 平成19年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前当期純利益 8,155,945 8,867,141 

減価償却費 3,125,454 3,299,458 

負ののれんの償却額 △7,460 －

貸倒引当金の増減額（減少△） △1,797 2,929 

賞与引当金の増減額（減少△）  3,033 244 

役員賞与引当金の増減額 
（減少△）  

△6,000 6,700 

退職給付引当金の増減額 
（減少△）  

△65,611 △1,303

役員退職慰労引当金の増減額 
（減少△）  

－ 37,000 

受取利息及び受取配当金 △811,080 △918,733

支払利息 4,640,522 4,802,761 

持分法による投資利益 △235,414 △345,820

有形固定資産売却益 － △714,804

有形固定資産売却損 － 1,584 

有形固定資産除却損 1,090,547 2,578,579 

投資有価証券売却益 △500,758 △3,118,814

投資有価証券売却損 44,705 1,171,258 

投資有価証券評価損 580,080 721,379 

違約金収入 － △150,000

売上債権の増減額（増加△） △49,049 △35,832

たな卸資産の増減額（増加△） △4,268,254 △3,536,147

差入保証金の増減額（増加△） 51,360 △32,720

預り保証金の増減額（減少△） 318,813 59,128 

その他の資産の増減額（増加△） △31,145 △333,274

その他の負債の増減額（減少△）  1,222,888 △559,951

小計 13,256,779 11,800,764 

利息及び配当金の受取額 825,181 933,275 

利息の支払額 △4,574,542 △4,950,656

違約金の受取額 － 150,000 

法人税等の支払額 △4,663,556 △3,903,083

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,843,862 4,030,300 
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

 該当事項はありません。 

   
前連結会計年度 

（自 平成19年１月１日 
至 平成19年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー      

定期預金の預入による支出  △100,000 △50,000 

定期預金の払戻による収入  160,000 － 

有価証券の償還による収入  50,000 50,000 

有形固定資産の取得による支出   △48,315,273 △17,640,628 

有形固定資産の売却による収入   － 997,441 

無形固定資産の取得による支出    △3,049,999 △7,116,170 

投資有価証券の取得による支出  △10,298,938 △12,534,282 

投資有価証券の売却による収入  1,392,929 5,115,148 

出資金の払込みによる支出    △4,000 △600 

連結子会社株式の取得による支出  △461,778 － 

貸付けによる支出  △290 － 

貸付金の回収による収入  29,340 1,369 

その他  △3,877 104,908 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △60,601,887 △31,072,813 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー      

短期借入金の増減額（減少△）   13,850,000 40,000,000 

短期社債の増減額（減少△）   9,972,716 4,820,104 

長期借入れによる収入  43,800,000 55,200,000 

長期借入金の返済による支出  △11,980,444 △64,412,144 

社債の発行による収入  100,000 － 

株式の発行による収入  － 4,381,119 

匿名組合員からの出資金受入による
収入 

 452,500 － 

配当金の支払額  △272,857 △409,286 

少数株主への配当金の支払額   △5,615 △4,610 

少数株主からの払込みによる収入  273,500 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー  56,189,800 39,575,182 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 
   （減少△） 

 431,775 12,532,669 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  5,758,858 6,190,634 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※1 6,190,634 18,723,303 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年１月１日 
至 平成19年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社数   ７社 

  

連結子会社数   ７社   

   

  

  連結子会社名  連結子会社名   

    ヒューリック不動産サービス㈱    ヒューリック不動産サービス㈱  

    阪都不動産管理㈱    阪都不動産管理㈱  

    福岡富士ビルディング㈱ 

   エヌケー・エステート特定目的会社 

   仙台一番町開発特定目的会社 

   エヌケー・キャピタル㈲ 

  エヌケー・インベストメント合同会社 

  福岡富士ビルディング㈱ 

   エヌケー・エステート特定目的会社 

   仙台一番町開発特定目的会社 

   エヌケー・キャピタル㈲ 

  エヌケー・インベストメント合同会社 

      

   なお、エヌケー・インベストメント合同

会社については、当連結会計年度において

重要性が増したため、連結の範囲に含めて

おります。 

      ――――――――   

      

２. 持分法の適用に関する事

項 

（1）持分法適用の関連会社数 ６社 （1）持分法適用の関連会社数 ７社  

  持分法適用会社名  持分法適用会社名   

     東京ビルサービス㈱    東京ビルサービス㈱ 

     平和管財㈱     平和管財㈱  

    東京不動産管理㈱     東京不動産管理㈱   

      サンアローズ・インベストメント㈱     サンアローズ・インベストメント㈱ 

     都市再開発インベストメント合同会社    都市再開発インベストメント合同会社

     アール４０合同会社    アール４０合同会社 

      駿河台開発特定目的会社  

      

   なお、サンアローズ・インベストメント

㈱、都市再開発インベストメント合同会

社、アール４０合同会社については、当連

結会計年度において新たに設立し、関連会

社となったため、持分法適用の範囲に含め

ております。 

 なお、駿河台開発特定目的会社について

は、当連結会計年度において新たに設立

し、関連会社となったため、持分法適用の

範囲に含めております。 

      

  （2）持分法適用会社のうち、決算日が連結

 決算日と異なる会社については、各社の事

 業年度に係る財務諸表を使用しておりま  

 す。 

   なお、連結決算日との間に生じた重要な

 取引については、連結上必要な調整をおこ

 なっております。 

（2）   同左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年１月１日 
至 平成19年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日） 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

  ヒューリック不動産サービス㈱、 阪都

不動産管理㈱ 、福岡富士ビルディング㈱

の決算日は、３月31日であります。 

 連結財務諸表作成にあたって、これらの

会社については、連結決算日現在で実施し

た仮決算に基づいております。 

  また、その他の会社の決算日は、連結決

算日と異なっており、仮決算を実施したう

え連結財務諸表を作成しております。 

  なお、仮決算日と連結決算日との間に生

じた重要な取引については、連結上必要な

調整をおこなっております。   

  

     同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

 ①有価証券 

  ・満期保有目的の債券 

    償却原価法(定額法) 

  ・その他有価証券 

    時価のあるもの 

      連結会計年度末日を含む前１

     ヶ月間の市場価格等の平均値に

     基づく時価法（評価差額は全部

     純資産直入法により処理し、売

     却原価は、移動平均法により算

     定) 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

 ①有価証券 

  ・満期保有目的の債券 

     同左 

  ・その他有価証券 

    時価のあるもの 

     同左 

  

  

  

  

  

    時価のないもの 

     同左 

    ②たな卸資産 

  ・販売用不動産  …個別法による原

            価法 

  ・未成工事支出金 …個別法による原

            価法 

  ・貯蔵品     …先入先出法によ

            る原価法   

  

  ②たな卸資産 

  ・販売用不動産  同左 

 

  ・未成工事支出金 同左 

 

  ・貯蔵品     同左 

  

  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

 ①有形固定資産 

    定率法を採用しております。ただ 

  し、平成10年４月１日以降に取得した

  建物については定額法を採用しており

  ます。主な耐用年数は以下の通りであ

  ります。 

  建物及び構築物 ２～50年 

  (会計方針の変更) 

   平成19年度の法人税法の改正に伴 

  い、平成19年４月１日以降に取得した

  ものについては、改正後の法人税法に

  基づく方法に変更しております。 

   なお、これに伴う損益への影響は軽

  微であります。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

 ①有形固定資産 

    定率法を採用しております。ただ 

  し、平成10年４月１日以降に取得した

  建物については定額法を採用しており

  ます。主な耐用年数は以下の通りであ

  ります。 

  建物及び構築物 ２～50年 

      ――――――――   
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年１月１日 
至 平成19年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日） 

        ――――――――     (追加情報)  

   当連結会計年度より、法人税法の改

  正に伴い、平成19年３月31日以前に取

  得した有形固定資産については、改正

  前の法人税法に基づく減価償却の方法

  の適用により取得価額の５％に到達し

  た連結会計年度の翌連結会計年度よ 

  り、取得価額の５％相当額と備忘価額

  との差額を５年間にわたり均等償却 

  し、減価償却費に含めて計上しており

  ます。 

   なお、これに伴う損益への影響は軽

  微であります。   

    ②無形固定資産 

   定額法を採用しております。なお、

  自社利用のソフトウェアについては、

  社内における利用可能期間（５年）に

  基づいております。  

  

  ②無形固定資産 

     同左 

  (3) 重要な繰延資産の処理方法     

 ①開業費 

   ５年で均等償却しております。 

 ②株式交付費 

   支出時に全額費用として処理してお

  ります。 

 ③社債発行費 

   支出時に全額費用として処理してお

  ります。 

  

(3) 重要な繰延資産の処理方法  

 ①開業費 

     同左 

 ②株式交付費 

     同左 

   

 ③社債発行費 

     同左   

   

  (4) 重要な引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備えるた

    め、一般債権については貸倒実績率に

    基づき、貸倒懸念債権等特定の債権に

    ついては個別に回収可能性を検討し、

    回収不能見込額を計上しております。

  ②賞与引当金 

   執行役員及び従業員の賞与の支払に

  備えて、賞与支給見込額のうち当連結

  会計年度に負担すべき金額を計上して

  おります。 

 ③役員賞与引当金 

    役員の賞与の支払に備えて、賞与支

  給見込額のうち当連結会計年度に負担

  すべき金額を計上しております。 

(4) 重要な引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 

     同左 

     

     

     

     

  ②賞与引当金 

     同左 

   

   

   

 ③役員賞与引当金 

      同左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年１月１日 
至 平成19年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日） 

    ④退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当

  連結会計年度末における退職給付債務

  及び年金資産の見込額に基づき、当連

  結会計年度末において発生していると

  認められる額を計上しております。 

  

  

  

  

  

  

       ――――――――  

  ④退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当

  連結会計年度末における退職給付債務

  及び年金資産の見込額に基づき、当連

  結会計年度末において発生していると

  認められる額を計上しております。 

   数理計算上の差異は、各連結会計年

  度の発生時における従業員の平均残存

  勤務期間以内の一定の年数（５年）に

  よる定額法により按分した額をそれぞ

  れ発生の翌連結会計年度から費用処理

  することとしております。   

  (会計方針の変更)   

    従来、当社は退職給付債務の計算方

  法について簡便法を採用しておりまし

  たが、当連結会計年度より原則法に変

  更しております。この変更は、退職給

  付債務を原則法で計算することによ 

  り、退職給付債務算定の精度を高め、

  退職給付費用の期間帰属をより適正に

  処理するためであります。 

   なお、これに伴う損益への影響は軽

  微であります。      

    ⑤役員退職慰労引当金 

      ――――――――  

  ⑤役員退職慰労引当金 

    連結子会社１社は、役員の退職慰労

  金の支出に備えるため、内規に基づく

  当連結会計年度末要支給額を計上して

  おります。 

  (追加情報)  

     連結子会社１社は、当連結会計年度

  より役員の退職慰労金の支給に備える

  ため、内規に基づく期末要支給額を役

  員退職慰労引当金として計上しており

  ます。 

     これは、当連結会計年度において、

  連結子会社１社において役員退職慰労

   金規程を制定したことによるものであ

  ります。 

   なお、これに伴う損益への影響は軽

  微であります。 

  

  (5) 重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転す

  ると認められるもの以外のファイナン

  ス・リース取引については、通常の賃

  貸借取引に係る方法に準じた会計処理

  によっております。 

  

(5) 重要なリース取引の処理方法 

     同左  
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 表示方法の変更 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年１月１日 
至 平成19年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日） 

  (6）重要なヘッジ会計 

 ①ヘッジ会計の方法 

   特例処理の要件を満たす金利スワッ

  プについては、特例処理を採用してお

  ります。 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段…金利スワップ取引 

  ヘッジ対象…借入金 

 ③ヘッジ方針 

   金利変動リスクを回避する目的で金

  利スワップ取引をおこなっており、ヘ

  ッジ対象の識別は個別契約毎におこな

  っております。 

 ④ヘッジ有効性評価の方法 

   特例処理の要件を満たす金利スワッ

  プについては、有効性の評価を省略し

  ております。 

  

(6）重要なヘッジ会計 

 ①ヘッジ会計の方法 

     同左 

  

 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段…同左 

  ヘッジ対象…同左 

 ③ヘッジ方針 

     同左 

  

  

 

 ④ヘッジ有効性評価の方法 

     同左  

  (7）その他連結財務諸表作成のための重要

  な事項 

    消費税等の会計処理 

        税抜方式によっております。 

  

(7）その他連結財務諸表作成のための重要

  な事項 

    消費税等の会計処理 

     同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

  

     同左 

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

 のれん及び負ののれんの償却について

は、５年間の均等償却をおこなっておりま

す。 

  

 のれんの償却については、５年間の均等

償却をおこなっております。 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、要求払預金及び、容易に換金

可能であり、かつ、価値変動について僅少

なリスクしか負わない取得日から３ヵ月以

内に満期・償還期限の到来する短期投資か

らなっております。 

  

     同左 

前連結会計年度 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日） 

――――――――   

  

（連結損益計算書） 

 前連結会計年度まで営業外費用の「その他」 に含めて

表示しておりました「投資有価証券売却損」は、営業外

費用の100分の10を超えたため区分掲記いたしました。 

 なお、前連結会計年度における「投資有価証券売却

損」の金額は42,095千円であります。  
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追加情報 

前連結会計年度 
（自 平成19年１月１日 

    至 平成19年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年１月１日 

    至 平成20年12月31日） 

 当連結会計年度において、有形固定資産に計上していた

もののうち、金額791,873千円を販売用として所有目的を

変更したため、販売用不動産に振替えております。 

――――――――  
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注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成19年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成20年12月31日） 

※１．投資有価証券のうち、関連会社に対するものは次の

      通りであります。 

   投資有価証券                   10,032,429千円 

  

※１．投資有価証券のうち、関連会社に対するものは次の

      通りであります。 

   投資有価証券                   19,187,239千円 

  
※２．投資有価証券には、貸付有価証券8,071,010千円が 

   含まれております。 
  

※２．投資有価証券には、貸付有価証券9,930,982千円が 

   含まれております。 
  

※３．担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次の通りであります。   

※３．担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次の通りであります。   

  

建物及び構築物  39,556,398千円

土地   129,664,829千円

借地権  337,328千円

計   169,558,555千円
  

建物及び構築物  31,453,077千円

土地  91,873,131千円

借地権 386,400千円

計  123,712,609千円

   担保付債務は次の通りであります。 

１年以内返済予定の長期借

入金   
 53,886,144千円 

長期借入金   103,538,712千円 

計  157,424,856千円 

（うちノンリコースロー

ン）   
（34,487,856千円）

   担保付債務は次の通りであります。 

１年以内返済予定の長期借

入金   
21,273,144千円 

長期借入金  82,465,568千円 

計 103,738,712千円 

（うちノンリコースロー

ン）   
（34,181,712千円）

     なお、エヌケー・エステート特定目的会社及び仙 

  台一番町開発特定目的会社は、資産の流動化に関す 

  る法律（平成10年法律第105号）第112条に基づき、 

  保有資産をそれぞれ特定社債100,000千円の一般担保 

  に供しており、債務の支払はその範囲内に限定され 

  ております。 

     なお、エヌケー・エステート特定目的会社及び仙 

  台一番町開発特定目的会社は、資産の流動化に関す 

  る法律（平成10年法律第105号）第112条に基づき、 

  保有資産をそれぞれ特定社債100,000千円の一般担保 

  に供しており、債務の支払はその範囲内に限定され 

  ております。 

※４．連結財務諸表に含めた特別目的会社の資産・負債 

   の概要                 （単位：千円）  

※４．連結財務諸表に含めた特別目的会社の資産・負債 

   の概要                 （単位：千円）  

  
エヌケー・エステート 

特定目的会社及び他3社  

 流動資産 4,700,257 

 固定資産 48,081,339 

 繰延資産 356,033 

 資産合計 53,137,631 

 流動負債 1,488,805 

 固定負債 49,710,302 

 負債合計 51,199,107 

  
エヌケー・エステート 

特定目的会社及び他3社  

 流動資産 4,926,010 

 固定資産 48,182,854 

 繰延資産 257,055 

 資産合計 53,365,920 

 流動負債 4,395,706 

 固定負債 46,828,158 

 負債合計 51,223,864 

 なお、上記の流動負債及び固定負債の中には、ノンリ

コースローン等が含まれております。ノンリコースロー

ンは連結子会社である特別目的会社が、それぞれ保有す

る不動産を担保として、金融機関から調達する借入金で

あり、当該不動産から生ずるキャッシュフローを返済原

資とするものです。 

  

 なお、上記の流動負債及び固定負債の中には、ノンリ

コースローン等が含まれております。ノンリコースロー

ンは連結子会社である特別目的会社が、それぞれ保有す

る不動産を担保として、金融機関から調達する借入金で

あり、当該不動産から生ずるキャッシュフローを返済原

資とするものです。 
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（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（平成19年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成20年12月31日） 

  ノンリコースローン等は次の通りです。 

 ・ノンリコースローン 

   １年以内返済予定の長期借入金    506,144千円 

   長期借入金                 33,981,712千円 

 ・特定社債                    200,000千円 

  ノンリコースローン等は次の通りです。 

 ・ノンリコースローン 

   １年以内返済予定の長期借入金  2,982,144千円 

   長期借入金                 31,199,568千円 

 ・特定社債                     

   １年以内償還予定の社債     100,000千円 

   社債              100,000千円 

前連結会計年度 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日） 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次 

      の通りであります。 

     給与手当            1,591,900千円 

     賞与引当金繰入額             32,349千円 

     役員賞与引当金繰入額     25,500千円 

          退職給付費用         46,170千円 

  

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次 

      の通りであります。 

     給与手当             1,584,741千円 

     賞与引当金繰入額             32,600千円 

     役員賞与引当金繰入額     32,200千円 

          退職給付費用         48,622千円 

     役員退職慰労引当金繰入額   5,900千円 

          公租公課           512,413千円 

     貸倒引当金繰入額       1,610千円 

  

※２．       ――――――  

  

  

  

※２．固定資産売却益の内訳 

      土地             690,657千円 

      建物及び構築物         24,146千円  

  

※３．       ――――――  

  

  

  

※３．固定資産売却損の内訳 

      機械装置及び運搬具       1,584千円  

  

  

※４．固定資産除却損の内訳 

     建物           1,081,945千円 

     その他                    8,602千円  

※４．固定資産除却損の内訳 

     建物及び構築物       2,574,876千円 

     その他                   3,702千円  
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（連結株主資本等変動計算書関係） 

 前連結会計年度（自平成19年１月１日 至平成19年12月31日） 

  

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

     

 ２．配当に関する事項 

  （1）配当金支払額 

  

  （2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの  

  

  

 当連結会計年度（自平成20年１月１日 至平成20年12月31日） 

  

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の発行済株式の増加135,064,413株及び自己株式の増加724,482株は、株式分割（１：100）による 

      ものであります。 

    ２．普通株式の発行済株式の増加10,000,000株は、株式上場に伴う有償一般募集による新株の発行であります。 

    ３．普通株式の自己株式の増加100,000株は、持分法適用会社が取得した自己株式（当社株式）の当社帰属分で 

      あります。 

     

  

前連結会計年度末 

株式数 

（株） 

当連結会計年度 

増加株式数 

（株） 

当連結会計年度 

減少株式数 

（株） 

当連結会計年度末 

株式数 

（株） 

発行済株式        

普通株式 1,364,287 － － 1,364,287 

合計  1,364,287 － － 1,364,287 

自己株式         

普通株式 7,318 － － 7,318 

合計  7,318 － － 7,318 

 (決議) 
株式の種類 

配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配当額

（円）  
基準日 効力発生日 

 平成19年３月30日 

 定時株主総会  
 普通株式 272,857 200 平成18年12月31日  平成19年３月30日 

  (決議) 
株式の種類 

配当金の総額

（千円） 
配当の原資

１株当たり

配当額 

（円）  

基準日 効力発生日 

 平成20年３月27日 

 定時株主総会  
 普通株式 409,286 利益剰余金  300 平成19年12月31日  平成20年３月28日 

  

前連結会計年度末 

株式数 

（株） 

当連結会計年度 

増加株式数 

（株） 

当連結会計年度 

減少株式数 

（株） 

当連結会計年度末 

株式数 

（株） 

発行済株式        

普通株式（注）１,２ 1,364,287 145,064,413 － 146,428,700 

合計  1,364,287 145,064,413 － 146,428,700 

自己株式         

普通株式（注）1,３ 7,318 824,482 － 831,800 

合計  7,318 824,482 － 831,800 
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２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

（注）上記の新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 

  

３．配当に関する事項 

  （1）配当金支払額 

  

  （2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの  

  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権の

目的となる株

式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計年

度末残高 

（千円） 

前連結会計

年度末 

当連結会計

年度増加 

当連結会計

年度減少 

当連結会計

年度末 

提出会社 

（親会社） 

ストック・オプションと

しての新株予約権 
－  － － － － － 

合計  －  － － － － － 

 (決議) 
株式の種類 

配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配当額

（円）  
基準日 効力発生日 

 平成20年３月27日 

 定時株主総会  
 普通株式 409,286 300 平成19年12月31日  平成20年３月28日 

  (決議) 
株式の種類 

配当金の総額

（千円） 
配当の原資

１株当たり

配当額 

（円）  

基準日 効力発生日 

 平成21年３月27日 

 定時株主総会  
 普通株式 878,572 利益剰余金  6 平成20年12月31日  平成21年３月30日 

前連結会計年度 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

   掲記されている科目の金額との関係  

（平成19年12月31日現在）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

   掲記されている科目の金額との関係  

（平成20年12月31日現在）

  （千円）

現金及び預金勘定  6,149,653

有価証券残高  200,980

計  6,350,634

預入期間が３か月を超える定

期預金  

△160,000

現金及び現金同等物  6,190,634

  （千円）

現金及び預金勘定  18,781,595

有価証券残高  151,708

計  18,933,303

預入期間が３か月を超える定

期預金  

△210,000

現金及び現金同等物  18,723,303
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（有価証券関係） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  種類 

前連結会計年度末 
（平成19年12月31日） 

当連結会計年度末 
（平成20年12月31日） 

連結貸借対照
表計上額 

（千円） 

時価 
（千円） 

差額 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 

（千円） 

時価 
（千円） 

差額 
（千円） 

時価が連結貸借対

照表計上額を超え

るもの 

(1）国債・地方債等 49,988 50,030 41 100,110 100,495 384 

(2）社債 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 49,988 50,030 41 100,110 100,495 384 

時価が連結貸借対

照表計上額を超え

ないもの 

(1）国債・地方債等 － － － － － － 

(2）社債 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 － － － － － － 

合計 49,988 50,030 41 100,110 100,495 384 

  種類 

前連結会計年度末 
（平成19年12月31日） 

当連結会計年度末 
（平成20年12月31日） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 

（千円） 

差額 
（千円） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 

（千円） 

差額 
（千円） 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

(1）株式 19,715,389 45,448,341 25,732,951 11,093,596 16,583,723 5,490,126 

(2）債券             

① 国債・地方債等 － － － － － － 

② 社債 － － － － － － 

③ その他 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 19,715,389 45,448,341 25,732,951 11,093,596 16,583,723 5,490,126 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

(1）株式 4,840,242 4,208,046 △632,196 11,652,098 8,460,461 △3,191,636 

(2）債券             

① 国債・地方債等 － － － － － － 

② 社債 － － － － － － 

③ その他 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 4,840,242 4,208,046 △632,196 11,652,098 8,460,461 △3,191,636 

合計 24,555,632 49,656,388 25,100,755 22,745,695 25,044,184 2,298,489 
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３．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

４．時価評価されていない主な有価証券の内容 

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額  

 前連結会計年度末（平成19年12月31日） 

 当連結会計年度末（平成20年12月31日） 

区分 
前連結会計年度

（自 平成19年１月１日 
至 平成19年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日） 

売却額(千円）  1,435,350 5,071,271 

 売却益の合計額（千円）  500,758 3,118,814 

売却損の合計額(千円）  44,705 1,171,258 

 

前連結会計年度末 
（平成19年12月31日） 

当連結会計年度末 
（平成20年12月31日） 

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）子会社株式及び関連会社株式     

   関連会社株式 5,912,429 5,088,961 

   関連会社出資金 4,120,000 14,098,278 

(2）その他有価証券     

   非上場株式 8,277,622 8,265,948 

   中期国債ファンド 200,980 151,708 

   匿名組合出資 2,869,389 3,184,340 

   その他 51,415 49,015 

 
１年以内 
（千円） 

 １年超５年以内 
（千円） 

５年超10年以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

（1）債券         

 ①国債・地方債等 49,988 － － － 

 ②社債 － － － － 

 ③その他 － － － － 

（2）その他 － － － － 

 
１年以内 
（千円） 

 １年超５年以内 
（千円） 

５年超10年以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

（1）債券         

 ①国債・地方債等 50,110 50,000 － － 

 ②社債 － － － － 

 ③その他 － － － － 

（2）その他 － － － － 
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（デリバティブ取引関係） 

  

  

１．取引の状況に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日） 

(1）取引の内容 

 金利関連では金利スワップ取引、株式関連では株式

オプション取引をおこなっております。 

(1）取引の内容 

         同左 

(2）取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引は、金利関連では資金取引に係る

金利変動を回避する等のリスク回避目的でおこない、

また株式関連では効率的な資産運用目的でおこなうほ

かは、投機目的でおこなわない方針であります。  

(2）取引に対する取組方針 

         同左  

(3）取引の利用目的 

 デリバティブ取引は、金利関連では借入金の金利変

動リスクを回避する目的で金利スワップ取引をおこな

っており、また株式関連では有価証券による余資運用

の一手段として効率的な資産運用により収益を向上す

る目的で株式オプション取引をおこなっております。

  

   なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計をお 

  こなっております。 

(3）取引の利用目的 

         同左 

 

  

  

  

  

   なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計をお 

  こなっております。 

① ヘッジ会計の方法 

 特例処理の要件を満たす金利スワップ取引について

は、特例処理を採用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段・・・金利スワップ取引 

 ヘッジ対象・・・借入金 

③ ヘッジ方針 

 金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引

をおこなっており、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に

おこなっております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 特例処理の要件を満たす金利スワップについては、

有効性の評価を省略しております。 

① ヘッジ会計の方法 

         同左 

  

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段・・・同左 

 ヘッジ対象・・・同左 

③ ヘッジ方針 

         同左 

  

  

④ ヘッジ有効性評価の方法 

         同左  

(4）取引に係るリスクの内容 

 金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスク

を、株式オプション取引は株価の変動によるリスクを

有しております。なお、当社の取引の契約先はいずれ

も信用度の高い金融機関であるため、相手先の契約不

履行によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと認

識しております。  

(4）取引に係るリスクの内容 

         同左  

(5）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引は、社内規程に従い運営方針の決

定、取引執行時の決裁手続をおこなっており、取引状

況等については資金ＡＬＭ委員会及び取締役会への報

告をおこなっております。 

 なお、連結子会社においても金利関連で当社と同様

の取組方針及び利用目的で金利スワップ取引をおこな

っております。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引は、社内規程に従い運営方針の決

定、取引執行時の決裁手続をおこなっており、取引状

況等については資金ＡＬＭ委員会及び取締役会への報

告をおこなっております。  
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（セグメント情報） 

ａ．事業の種類別セグメント情報 

      前連結会計年度（自平成19年１月１日 至平成19年12月31日）               

 （注）１.  事業区分は売上集計区分によっております。 

 ２.  各事業の主な内容 

（1）不動産事業・・・・・不動産賃貸業務、不動産開発・分譲業務、不動産投資業務等 

（2）保険事業・・・・・・保険代理店業務  

（3）その他事業・・・・・建築工事請負、設計・工事監理業務 

３.  営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は2,077,963千円であります。その

 主なものは一般管理部門に係る費用であります。 

４. 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は66,956,671千円であります。その主なものは 

 当社の余資運用資産（現金及び有価証券）、投資有価証券及び一般管理部門に係る資産等であります。 

２．取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度末 
 （平成19年12月31日） 

当連結会計年度末 
 （平成20年12月31日） 

 当社グループのデリバティブ取引は、ヘッジ会計を

適用している取引を除き当連結会計年度末残高がない

ため、該当事項はありません。  

  

         同左  

  

 
不動産事業 
（千円） 

保険事業 
（千円） 

その他事業 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全

社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．営業収益及び営業利益             

営業収益             

(1）外部顧客に対する営業収

益 
26,578,775 2,170,022 978,524 29,727,322 － 29,727,322 

(2）セグメント間の内部営業

収益又は振替高 
12,238 － 995,188 1,007,427 (1,007,427) － 

計 26,591,014 2,170,022 1,973,713 30,734,749 (1,007,427) 29,727,322 

営業費用 10,932,125 1,529,329 1,813,130 14,274,585 1,116,457 15,391,043 

営業利益 15,658,888 640,693 160,582 16,460,164 (2,123,884) 14,336,279 

Ⅱ．資産、減価償却費及び 

資本的支出 
            

資産 284,954,183 704,829 67,551 285,726,564 66,796,956 352,523,521 

減価償却費 2,858,966 118,666 1,336 2,978,969 146,485 3,125,454 

資本的支出 50,842,185 172,059 581 51,014,825 283,513 51,298,338 
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      当連結会計年度（自平成20年１月１日 至平成20年12月31日）               

 （注）１.  事業区分は売上集計区分によっております。 

 ２.  各事業の主な内容 

（1）不動産事業・・・・・不動産賃貸業務、不動産開発・分譲業務、不動産投資業務等 

（2）保険事業・・・・・・保険代理店業務  

（3）その他事業・・・・・建築工事請負、設計・工事監理業務 

３.  営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は2,254,759千円であります。その

 主なものは一般管理部門に係る費用であります。 

４. 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は53,571,411千円であります。その主なものは 

 当社の余資運用資産（現金及び有価証券）、投資有価証券及び一般管理部門に係る資産等であります。 

ｂ．所在地別セグメント情報 

 前連結会計年度（自平成19年１月１日 至平成19年12月31日）及び当連結会計年度（自平成20年１月１日 

至平成20年12月31日）において、本国以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないた

め、該当事項はありません。 

ｃ．海外売上高 

 前連結会計年度（自平成19年１月１日 至平成19年12月31日）及び当連結会計年度（自平成20年１月１日 

至平成20年12月31日）において、海外売上高がないため、該当事項はありません。  

 
不動産事業 
（千円） 

保険事業 
（千円） 

その他事業 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全

社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．営業収益及び営業利益             

営業収益             

(1）外部顧客に対する営業収

益 
28,392,191 2,029,165 800,259 31,221,616 － 31,221,616 

(2）セグメント間の内部営業

収益又は振替高 
10,726 － 527,744 538,470 (538,470) － 

計 28,402,917 2,029,165 1,328,003 31,760,087 (538,470) 31,221,616 

営業費用 11,319,862 1,424,736 1,199,936 13,944,535 1,757,588 15,702,124 

営業利益 17,083,055 604,429 128,067 17,815,552 (2,296,059) 15,519,492 

Ⅱ．資産、減価償却費及び 

資本的支出 
            

資産 318,865,117 666,336 48,564 319,580,018 53,385,352 372,965,370 

減価償却費 2,956,093 147,476 702 3,104,272 195,186 3,299,458 

資本的支出 24,734,857 156,870 － 24,891,727 237,643 25,129,370 
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（関連当事者との取引） 

前連結会計年度（自平成19年１月１日 至平成19年12月31日） 

(1）子会社等 

 （注）取引条件及び取引条件の決定方針等  

     当社は都市再開発インベストメント合同会社を営業者とする匿名組合に対し、40％の匿名組合出資をしており 

      ます。また、同匿名組合は不動産信託に係る信託受益権を保有するアール40合同会社に100％の匿名組合出資をし 

      ております。 

     当社は、当該出資に際し信託の対象となった物件の鑑定評価額、投資利回り、立地の特性等を総合的に判断 

      し、投資の意思決定をおこなっております。 

  

当連結会計年度（自平成20年１月１日 至平成20年12月31日） 

(1）子会社等 

 （注）取引条件及び取引条件の決定方針等  

     当社は駿河台開発特定目的会社に対し、20％の優先出資をしております。 

     当社は、当該出資に際し投資利回り、立地の特性等を総合的に判断し、投資の意思決定をおこなっておりま 

   す。 

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

（％） 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

関連会社 

都市再開発 

インベスト

メント  

合同会社 

東京都中

央区日本

橋1-4-1 

100 
不動産事

業  

  

－ 

  

なし  

当該会社

への匿名

組合出資

匿名組合 

出資 
4,120,000 － － 

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金又は
出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

関連会社 

駿河台開発

特定目的会

社 

東京都中

央区日本

橋1-4-1 

50,000,100 
不動産事

業  

  

－ 

  

なし  

当該会

社への

優先出

資 

優先出資 10,000,000 － － 
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（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

前連結会計年度 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日） 

１株当たり純資産額  36,590.42円 

１株当たり当期純利益金額  3,419.07円 

１株当たり純資産額 306.12円 

１株当たり当期純利益金額 43.16円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

  

 当社は、平成20年１月18日をもって、その所有株式１株

につき、100株の割合で株式の分割をおこなっておりま

す。当該株式分割が前期首におこなわれたと仮定した場合

の前連結会計年度における１株当たり情報については、以

下の通りとなります。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 365.90円 

１株当たり当期純利益金額 34.19円 

 
前連結会計年度 

(自 平成19年１月１日 
至 平成19年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日) 

当期純利益（千円） 4,639,576 5,917,878 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 4,639,576 5,917,878 

期中平均株式数（千株） 1,356 137,109 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要  

     ――――――  

 新株予約権１種類（新株予約権の

数13,810個） 

潜在株式の種類及び数 

 普通株式 1,381,000株 
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（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日） 

１．株式分割等について 

 当社は、平成19年12月26日開催の取締役会決議に基づ

き、以下の通り株式分割による新株の発行及び発行可能株

式総数の追加をおこないました。 

(1) 株式分割 

 ① 分割方法 

   平成20年１月17日 終の株主名簿に記載された株主 

  に対し、平成20年１月18日をもって、その所有株式１ 

   株につき、100株の割合で株式の分割（無償交付）を 

   おこないました。 

 ② 分割により増加する株式の種類及び数 

   普通株式 135,064,413株 

 ③ 増加後の発行済株式の総数 

   136,428,700株  

   なお、株式分割が前期首におこなわれたと仮定した 

  場合の前連結会計年度における１株当たり情報及び当 

  期首におこなわれたと仮定した場合の当連結会計年度 

  における１株当たり情報については、それぞれ以下の 

  通りであります。 

   (前連結会計年度) 

  １株当たり純資産額       355円94銭 

  １株当たり当期純利益金額     38円61銭 

     なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

  ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりま

  せん。 

  (当連結会計年度) 

  １株当たり純資産額       365円90銭 

  １株当たり当期純利益金額     34円19銭 

   なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

  ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりま

  せん。 

(2) 発行可能株式総数の増加 

   上記(1)の株式分割に伴い、平成20年１月18日をもっ

   て当社定款を変更し、発行可能株式総数を538,560,000

  株増加して544,000,000株といたしました。 

  

２．ストックオプションについて 

 当社は、平成20年３月27日の定時株主総会において、会

社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、当社

及び当社子会社の取締役及び使用人のうち、当社の取締役

会が認めた者に対して、ストックオプションとして新株予

約権を無償にて発行すること及び募集事項の決定を当社取

締役会に委任することを決議いたしております。 

  

―――――――― 
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前連結会計年度 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日） 

３．新虎ノ門ビルの建替について 

 当社は、平成20年３月25日開催の取締役会決議に基づ

き、東京都港区に所有する「新虎ノ門ビル」の建替に着手

することを決定いたしました。 

 これは保有不動産の積極的な建替による資産効率の向上

を目的としたものであります。 

  

――――――――  

４．ＳＰＣへの出資について 

 当社は、平成20年４月22日の取締役会決議に基づき、平

成20年７月28日に駿河台開発特定目的会社に対し、100億

円の優先出資をおこないました。 

 なお、当社は同社を持分法適用の関連会社といたしま

す。 

  

  

５．麹町富士ビルの建替について 

  当社は、平成20年６月24日開催の取締役会決議に基づ

き、東京都千代田区に所有する「麹町富士ビル」の建替に

着手することを決定いたしました。 

 これは保有不動産の積極的な建替による資産効率の向上

を目的としたものであります。 
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５．個別財務諸表 
(1）貸借対照表 

   
前事業年度 

（平成19年12月31日） 
当事業年度 

（平成20年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１．現金及び預金     1,139,357     13,307,655   

２．営業未収入金     904,624     1,331,419   

３．販売用不動産     6,663,355     9,924,936   

４．貯蔵品      2,978     1,955   

５．前払費用     223,213     255,606   

６．繰延税金資産     280,867     213,437   

７．その他     272,076     633,588   

貸倒引当金     －     △7,019   

流動資産合計     9,486,471 3.1   25,661,581 7.8 

Ⅱ 固定資産               

１．有形固定資産               

(1) 建物 ※2 66,720,364     68,195,033     

    減価償却累計額   33,297,244 33,423,119   33,316,842 34,878,190   

(2) 構築物    590,662     586,047     

   減価償却累計額   348,989 241,673   343,066 242,981   

  (3) 機械及び装置   －     107,425     

   減価償却累計額   － －   16,606 90,818   

  (4) 車両運搬具   29,908     36,675     

    減価償却累計額   20,835 9,072   17,724 18,950   

  (5) 工具、器具及び備品    604,713     648,373     

    減価償却累計額   419,354 185,359   459,512 188,860   

 (6) 土地  ※2   175,806,470     183,937,322   

 (7) 建設仮勘定      5,848     2,625,935   

 有形固定資産合計     209,671,544 68.0   221,983,059 67.3 

２．無形固定資産                

  (1) のれん     437,322     442,915   

  (2) 借地権  ※2   5,430,739     12,590,816   

  (3) 商標権     14     －   

  (4) ソフトウエア     408,048     383,025   

  (5) その他     24,649     116,266   

 無形固定資産合計     6,300,774 2.0   13,533,024 4.1 

３．投資その他の資産               

 (1) 投資有価証券 ※1   60,801,949     36,493,023   

  (2) 関係会社株式     836,182     836,182   

  (3) 出資金     51,415     49,015   

  (4) 関係会社出資金      19,143,500     29,143,500   

  (5) 従業員長期貸付金     7,540     6,556   

  (6) 破産更生債権等     －     1,993   

  (7) 長期前払費用     52,507     41,542   

 (8) 敷金及び保証金      1,772,101     1,804,821   

 (9) その他     118,642     136,354   

   貸倒引当金      △675     △1,993   

投資その他の資産合計      82,783,164 26.9   68,510,996 20.8 

 固定資産合計     298,755,483 96.9   304,027,081 92.2 

  資産合計     308,241,955 100.0   329,688,662 100.0 
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前事業年度 

（平成19年12月31日） 
当事業年度 

（平成20年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１．短期借入金     36,850,000     76,850,000   

２．１年以内返済予定の長期 
  借入金 

※2   62,150,000     29,073,000   

３．短期社債      9,990,347     14,968,438   

４．未払金      1,057,525     991,448   

５．未払費用     1,213,855     1,084,993   

６．未払法人税等     1,198,499     157,847   

７．前受金     1,921,419     2,120,113   

８．預り金      34,520     39,977   

９．前受収益      18,262     13,209   

10．賞与引当金     31,100     31,600   

11．役員賞与引当金     25,500     32,200   

12．その他     1,047,214     714,467   

 流動負債合計     115,538,244 37.5   126,077,294 38.3 

Ⅱ 固定負債               

１．長期借入金 ※2   110,917,000     135,108,000   

２．繰延税金負債     9,155,714     235,076   

３．退職給付引当金      261,562     257,694   

４．預り保証金      28,955,100     29,016,238   

固定負債合計     149,289,377 48.5   164,617,009 49.9 

負債合計      264,827,622 86.0   290,694,304 88.2 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     1,670,151 0.5   3,879,151 1.2 

２．資本剰余金               

資本準備金   1,310,151     3,519,151     

資本剰余金合計     1,310,151 0.4   3,519,151 1.1 

３．利益剰余金               

(1）利益準備金   190,000     190,000     

(2）その他利益剰余金               

別途積立金   20,036,500     24,036,500     

繰越利益剰余金   4,893,647     5,969,992     

利益剰余金合計     25,120,147 8.2   30,196,492 9.1 

株主資本合計     28,100,449 9.1   37,594,794 11.4 

Ⅱ 評価・換算差額等               

  その他有価証券評価差額
金 

    15,313,883 4.9   1,399,563 0.4 

評価・換算差額等合計     15,313,883 4.9   1,399,563 0.4 

純資産合計     43,414,333 14.0   38,994,358 11.8 

負債純資産合計     308,241,955 100.0   329,688,662 100.0 
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(2）損益計算書 

   
前事業年度 

（自 平成19年１月１日 
至 平成19年12月31日） 

当事業年度  
（自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）  
百分比
（％）

金額（千円）  
百分比 
（％） 

Ⅰ 営業収益               

１．賃貸事業収益   25,089,653     26,731,731     

２．不動産売上高   2,019,852     1,908,339     

３．保険事業収益   2,170,022 29,279,527 100.0 2,029,165 30,669,236 100.0 

Ⅱ  営業原価               

１．賃貸事業原価 ※1 9,966,051     10,616,447     

２．不動産売上原価   1,386,633 11,352,685 38.8 1,142,049 11,758,497 38.3 

 営業総利益     17,926,842 61.2   18,910,739 61.7 

Ⅲ  販売費及び一般管理費 ※2   4,462,059 15.3   4,614,001 15.1 

   営業利益     13,464,783 45.9   14,296,737 46.6 

Ⅳ 営業外収益               

１．受取利息   6,020     11,203     

２．受取配当金    821,582     935,605     

３．賃貸解約関係収入   112,881     256,543     

４．その他   116,864 1,057,348 3.6 79,947 1,283,299 4.1 

Ⅴ 営業外費用               

１．支払利息   4,101,841     4,153,706     

２．投資有価証券売却損   －     801,379     

３．その他   146,727 4,248,569 14.5 335,691 5,290,777 17.2 

 経常利益     10,273,562 35.0   10,289,259 33.5 

Ⅵ 特別利益               

１．固定資産売却益 ※3 －     714,646     

２．投資有価証券売却益   500,758     3,118,814     

３．貸倒引当金戻入益   1,665     －     

４．退職給付引当金戻入益   －     6,440     

５．違約金収入   － 502,423 1.7 150,000 3,989,902 13.0 

Ⅶ 特別損失               

１．固定資産売却損 ※4 －     1,584     

２．固定資産除却損 ※5 1,095,520     2,588,053     

３．建替関連損失   1,299,966     2,332,830     

４．投資有価証券売却損   2,609     369,879     

５．投資有価証券評価損   580,080     721,379     

６．貸倒引当金繰入額   －     1,318     

７．その他   3,809 2,981,986 10.1 20,802 6,035,848 19.7 

 税引前当期純利益     7,793,999 26.6   8,243,313 26.8 

 法人税、住民税及び事 
 業税 

  3,510,649     2,723,003     

 法人税等調整額   △96,906 3,413,743 11.7 34,680 2,757,683 9.0 

 当期純利益     4,380,255 14.9   5,485,630 17.8 
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(3）株主資本等変動計算書 

前事業年度（自平成19年１月１日 至平成19年12月31日） 

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準
備金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 退職給与

積立金 
配当平均
積立金 

別途積立金
繰越利益剰
余金 

平成18年12月31日 
残高（千円） 1,670,151 1,310,151 1,310,151 190,000 100,500 136,000 16,200,000 4,386,249 21,012,749 23,993,051 

事業年度中の変動額                     

別途積立金の積立         △100,500 △136,000 3,836,500 △3,600,000 － － 

剰余金の配当               △272,857 △272,857 △272,857 

当期純利益               4,380,255 4,380,255 4,380,255 

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額（純額） 

                    

事業年度中の変動額
合計（千円） 

－ － － － △100,500 △136,000 3,836,500 507,398 4,107,398 4,107,398 

平成19年12月31日 
残高（千円） 1,670,151 1,310,151 1,310,151 190,000 － － 20,036,500 4,893,647 25,120,147 28,100,449 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年12月31日 
残高（千円） 18,472,245 18,472,245 42,465,296 

事業年度中の変動額       

別途積立金の積立     － 

剰余金の配当     △272,857 

当期純利益     4,380,255 

株主資本以外の項目
の事業年度中の変動
額（純額） 

△3,158,362 △3,158,362 △3,158,362 

事業年度中の変動額合
計（千円） 

△3,158,362 △3,158,362 949,036 

平成19年12月31日 
残高（千円） 15,313,883 15,313,883 43,414,333 
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当事業年度（自平成20年１月１日 至平成20年12月31日） 

  

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

 該当事項はありません。 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計
資本準備金 

資本剰余金
合計 

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合
計 別途積立金 

繰越利益剰余
金 

平成19年12月31日 
残高（千円） 1,670,151 1,310,151 1,310,151 190,000 20,036,500 4,893,647 25,120,147 28,100,449 

事業年度中の変動額                 

新株の発行 2,209,000 2,209,000 2,209,000         4,418,000 

別途積立金の積立         4,000,000 △4,000,000 － － 

剰余金の配当           △409,286 △409,286 △409,286 

当期純利益           5,485,630 5,485,630 5,485,630 

株主資本以外の項目
の事業年度中の変動
額（純額） 

                

事業年度中の変動額合
計（千円） 2,209,000 2,209,000 2,209,000 － 4,000,000 1,076,344 5,076,344 9,494,344 

平成20年12月31日 
残高（千円） 3,879,151 3,519,151 3,519,151 190,000 24,036,500 5,969,992 30,196,492 37,594,794 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成19年12月31日 
残高（千円） 15,313,883 15,313,883 43,414,333 

事業年度中の変動額       

新株の発行     4,418,000 

別途積立金の積立     － 

剰余金の配当     △409,286 

当期純利益     5,485,630 

株主資本以外の項目
の事業年度中の変動
額（純額） 

△13,914,319 △13,914,319 △13,914,319 

事業年度中の変動額合
計（千円） 

△13,914,319 △13,914,319 △4,419,974 

平成20年12月31日 
残高（千円） 1,399,563 1,399,563 38,994,358 
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重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成19年１月１日 
至 平成19年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式  

  移動平均法による原価法 

(1）子会社株式及び関連会社株式  

     同左  

  (2）その他有価証券    

 ①時価のあるもの  

     期末日を含む前１ヶ月間の市場価格

  等の平均値に基づく時価法（評価差額

  は全部純資産直入法により処理し、売

  却原価は、移動平均法により算定) 

 ②時価のないもの    

   移動平均法による原価法  

  

(2）その他有価証券    

 ①時価のあるもの  

     同左 

  

  

  

  ②時価のないもの 

     同左    

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）販売用不動産 

  個別法による原価法 

(2）貯蔵品 

  先入先出法による原価法 

  

(1）販売用不動産 

     同左 

(2）貯蔵品 

     同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

    定率法を採用しております。ただ 

  し、平成10年４月１日以降に取得した

  建物については定額法を採用しており

  ます。主な耐用年数は以下の通りであ

  ります。 

   建物 ２～50年 

  (会計方針の変更) 

   平成19年度の法人税法の改正に伴 

  い、平成19年４月１日以降に取得した

  ものについては、改正後の法人税法に

  基づく方法に変更しております。 

   なお、これに伴う損益への影響は軽

  微であります。 

      ――――――――  

(1）有形固定資産 

    定率法を採用しております。ただ 

  し、平成10年４月１日以降に取得した

  建物については定額法を採用しており

  ます。主な耐用年数は以下の通りであ

  ります。 

   建物 ２～50年 

      ―――――――― 

  

  

  

  

  

  

  (追加情報) 

   当事業年度より、法人税法の改正に

  伴い、平成19年３月31日以前に取得し

  た有形固定資産については、改正前の

  法人税法に基づく減価償却の方法の適

  用により取得価額の５％に到達した事

  業年度の翌事業年度より、取得価額の

  ５％相当額と備忘価額との差額を５年

  間にわたり均等償却し、減価償却費に

  含めて計上しております。 

   なお、これに伴う損益への影響は軽

  微であります。  

  

  (2）無形固定資産 

    定額法を採用しております。なお、

  自社利用のソフトウェアについては、

  社内における利用可能期間（５年）に

  基づいております。 

  

(2）無形固定資産 

      同左  
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項目 
前事業年度 

（自 平成19年１月１日 
至 平成19年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日） 

 ４．繰延資産の処理方法  (1）株式交付費 

      ―――――――― 

 (1）株式交付費 

   支出時に全額費用として処理してお 

  ります。 

  

   (2）社債発行費 

   支出時に全額費用として処理してお 

  ります。 

  

 (2）社債発行費 

      同左 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金  

    債権の貸倒れによる損失に備えるた

   め、一般債権については貸倒実績率に

   基づき、貸倒懸念債権等特定の債権に

   ついては個別に回収可能性を検討し、

   回収不能見込額を計上しております。

  

(1）貸倒引当金  

      同左 

  (2）賞与引当金 

   執行役員の賞与の支払に備えて、賞

  与支給見込額のうち当事業年度に負担

  すべき金額を計上しております。 

  

(2）賞与引当金 

     同左 

  

  (3）役員賞与引当金 

   役員の賞与の支払に備えて、賞与支

  給見込額のうち当事業年度に負担すべ

  き金額を計上しております。 

  

(3）役員賞与引当金 

     同左 

  

  

  (4）退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当

  事業年度末における退職給付債務及び

  年金資産の見込額に基づき、当事業年

  度末において発生していると認められ

  る額を計上しております。 

  

  

  

  

  

 

      ――――――――   

(4）退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当

  事業年度末における退職給付債務及び

  年金資産の見込額に基づき、当事業年

  度末において発生していると認められ

  る額を計上しております。 

   数理計算上の差異は、各事業年度の

  発生時における従業員の平均残存勤務

  期間以内の一定の年数（５年）による

  定額法により按分した額をそれぞれ発

  生の翌事業年度から費用処理すること

  としております。 

  (会計方針の変更)   

    従来、当社は退職給付債務の計算方

  法について簡便法を採用しておりまし

  たが、当事業年度より原則法に変更し

  ております。この変更は、退職給付債

  務を原則法で計算することにより、退

  職給付債務算定の精度を高め、退職給

  付費用の期間帰属をより適正に処理す

  るためであります。 

   なお、これに伴う損益への影響は軽

  微であります。 
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 表示方法の変更 

追加情報 

項目 
前事業年度 

（自 平成19年１月１日 
至 平成19年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日） 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

  

     同左  

７．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法  

   特例処理の要件を満たす金利スワッ

  プについては、特例処理を採用してお

  ります。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象   

  ヘッジ手段…金利スワップ取引    

    ヘッジ対象…借入金    

(3）ヘッジ方針  

   金利変動リスクを回避する目的で金

  利スワップ取引をおこなっており、ヘ

  ッジ対象の識別は個別契約毎におこな

  っております。  

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

   特例処理の要件を満たす金利スワッ

  プについては有効性の評価を省略して

   おります。  

  

(1）ヘッジ会計の方法  

     同左 

  

 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象   

  ヘッジ手段…同左   

    ヘッジ対象…同左 

(3）ヘッジ方針  

     同左 

  

  

 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

      同左 

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理  

 税抜方式によっております。  

消費税等の会計処理   

     同左  

前事業年度 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日） 

――――――――  （損益計算書） 

 前事業年度まで営業外費用の「その他」 に含めて表示

しておりました「投資有価証券売却損」は、営業外費用

の100分の10を超えたため区分掲記いたしました。 

 なお、前事業年度における「投資有価証券売却損」の

金額は42,095千円であります。 

    

前事業年度 
       （自 平成19年１月１日 
              至 平成19年12月31日） 

当事業年度 
       （自 平成20年１月１日 
              至 平成20年12月31日） 

 当事業年度において、有形固定資産に計上していたも

ののうち、金額791,873千円を販売用として所有目的を変

更したため、販売用不動産に振替えております。 

  

―――――――― 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成19年12月31日） 

当事業年度 
（平成20年12月31日） 

※１．投資有価証券には、貸付有価証券8,071,010千円が 

   含まれております。 

  

※１．投資有価証券には、貸付有価証券9,930,982千円が 

   含まれております。 

  

※２．担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次の通りであります。 

  

建物  23,032,644千円

土地 96,140,121千円

借地権   337,328千円

 計  119,510,095千円

  

担保付債務は次の通りであります。 

１年以内返済予定の長期借入金  53,360,000千円

長期借入金 69,442,000千円

 計  122,802,000千円

子会社の借入金のために担保に供したもの  

土地   2,415,180千円

※２．担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次の通りであります。 

  

建物 15,222,812千円

土地 58,348,424千円

借地権  386,400千円

 計 73,957,636千円

  

担保付債務は次の通りであります。 

１年以内返済予定の長期借入金 18,271,000千円

長期借入金 51,171,000千円

 計 69,442,000千円

子会社の借入金のために担保に供したもの  

土地  2,415,180千円
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（損益計算書関係） 

  

（株主資本等変動計算書関係） 

    該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日） 

 ※１．関係会社との取引に係るものが次の通り含まれてお 

    ります。 

          賃貸事業原価          4,429,448千円 

  

 ※１．関係会社との取引に係るものが次の通り含まれてお 

    ります。 

          賃貸事業原価          4,912,967千円 

  

※２．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の 

   通りであります。 

      なお、おおよその割合は販売費17％、一般管理費 

   83％であります。  

 給料手当 1,467,692千円

 賞与 321,264千円

 福利厚生費  268,727千円

 賞与引当金繰入額 31,100千円

 役員賞与引当金繰入額 25,500千円

 退職給付費用  44,276千円

 公租公課  431,441千円

 広告宣伝費 234,146千円

 減価償却費  287,825千円

※２．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の 

   通りであります。 

      なお、おおよその割合は販売費17％、一般管理費 

   83％であります。  

 給料手当 1,454,299千円

 賞与 284,109千円

 福利厚生費  255,219千円

 賞与引当金繰入額 31,600千円

 役員賞与引当金繰入額 32,200千円

 退職給付費用  43,773千円

 公租公課  511,588千円

 広告宣伝費 257,767千円

 貸倒引当金繰入額 7,019千円

 減価償却費  364,158千円

 ※３．                  ――――――    ※３．固定資産売却益の内訳 

     土地               690,499千円 

     建物                20,182千円 

         構築物              3,963千円 

      

 ※４．                  ――――――    ※４．固定資産売却損の内訳 

     車両運搬具            1,584千円  

 ※５．固定資産除却損の内訳 

     建物等                1,090,600千円 

     工具、器具及び備品              4,919千円 

  

 ※５．固定資産除却損の内訳 

     建物                2,578,302千円 

     構築物              6,107千円 

     工具、器具及び備品              3,643千円 
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